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道内景気は、一部に弱い動きがみられるものの、緩やかに回復している。生産活動は弱め

の動きとなっている。需要面をみると、個人消費は、一部に弱い動きがみられるものの、基

調としては緩やかに持ち直している。住宅投資は弱めの動きとなっている。設備投資は、緩

やかに持ち直している。公共投資は、増加している。輸出は、弱含みとなっている。観光

は、来道者数、外国人入国者数ともに増勢が鈍化している。

雇用情勢は有効求人倍率の改善が続いている。企業倒産は件数が前年を上回った。消費者

物価は、３２か月連続で前年を上回っている。

現状判断DI（北海道）
先行き判断DI（北海道）

現状判断DI（全国）
先行き判断DI（全国）
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１．景気の現状判断DI～４か月連続で低下

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～２か月連続で低下

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、８月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を１．５ポイン

ト下回る４１．３に低下した。横ばいを示す５０を

６か月連続で下回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を２．８ポイント下回る４１．５となった。横ばい

を示す５０を５か月連続で下回った。

７月の鉱工業生産指数は９３．１（季節調整済

指数、前月比▲１．６％）と２か月連続で低下

した。前年比（原指数）では▲５．３％と５か

月連続で低下した。

業種別では、化学・石油石炭製品工業等９

業種が前月比低下となった。電気機械工業等

６業種が前月比上昇となった。

道内経済の動き

― １ ― ほくよう調査レポート ２０１９年１０月号
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３．百貨店等販売額～３か月ぶりに減少

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車

千台 ％
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４．乗用車新車登録台数～２か月連続で減少

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

その他プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛）プロ野球

千人 ％
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５．札幌ドーム来場者～３か月連続で増加

札幌ドーム 来場者数

（資料：㈱札幌ドーム）

７月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比▲３．２％）は、３か月ぶりに前年

を下回った。

百貨店（前年比▲５．２％）、スーパー（同

▲２．７％）ともに、すべての品目が前年を下

回った。

コンビニエンスストア（前年比＋０．１％）

は、９か月連続で前年を上回った。

７月の乗用車新車登録台数は、１６，６１０台

（前年比▲３．２％）と２か月連続で前年を下

回った。車種別では、普通車（同▲１．１％）、

小型車（同▲３．１％）、軽乗用車（同▲５．９％）

となった。

４～７月累計では、６３，６９３台（前年比

＋０．０％）となった。内訳は普通車（同

＋６．０％）、小型車（同▲３．９％）、軽乗用車

（同▲１．４％）となった。

７月の札幌ドームへの来場者数は、３３９千

人（前年比＋５．２％）と３か月連続で前年を

上回った。内訳は、プロ野球２００千人（同

▲１７．４％）、サッカー１９千人（同全増）、その

他が１２０千人（同＋５０．２％）だった。

道内経済の動き

― ２ ―ほくよう調査レポート ２０１９年１０月号
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～２か月ぶりに減少

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～２か月連続で増加

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）

%億円

請負金額 前年比（右目盛）
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８．公共投資～４か月連続で増加

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

７月の住宅着工数は３，４４３戸（前年比

▲２．８％）と２か月ぶりに前年を下回った。

利用関係別では、持家（同▲０．２％）、貸家

（同▲１７．６％）、給与（同＋２１６．０％）、分譲

（同＋５０．９％）となった。

４～７月累計では１３，５９８戸（前年比

▲３．６％）と前年を下回った。利用関係別で

は、持家（＋８．３％）、貸家（同▲１８．６％）、

給与（同＋２５．５％）、分譲（同＋４６．２％）と

なった。

７月の民間非居住用建築物着工面積は、

２７４，１８６㎡（前年比＋３９．０％）と２か月連続

で前年を上回った。業種別では、製造業（同

＋８５．３％）、非製造業（同＋３２．３％）であっ

た。

４～７月累計では、７９７，７１３㎡（前年比

＋５．１％）と前年を上回っている。業種別で

は、製造業（同＋１８．０％）、非製造業（同

＋３．８％）となった。

８月の公共工事請負金額は７３９億円（前年

比＋１０．７％）と４か月連続で前年を上回っ

た。

発注者別では、国（同＋４９．２％）、市町村

（同＋１１．２％）が前年を上回った。独立行政

法人（同▲８６．３％）、道（同▲１．０％）、地方

公社（同▲７３．２％）、その他（同▲１３．４％）

が前年を下回った。

道内経済の動き

― ３ ― ほくよう調査レポート ２０１９年１０月号
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）
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９．来道者数～５か月ぶりに減少

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）
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その他港湾函館空港旭川空港新千歳空港 前年比（右目盛）
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１０．外国人入国者数～８か月連続で増加

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）

輸出 輸入 輸出（前年比、右目盛） 輸入（同、同）
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１１．貿易動向～輸出が８か月ぶりに増加

貿易動向

（資料：函館税関）

７月の国内輸送機関利用による来道者数

は、１，２９９千人（前年比▲０．１％）と５か月ぶ

りに前年を下回った。輸送機関別では、航空

機（同▲０．１％）、JR（同▲６．４％）、フェ

リー（同＋５．４％）となった。

４～７月累計では、４，７４２千人（同＋２．７％）

と前年を上回っている。

７月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、２０１，４６０人（前年比＋１．９％）と８か月連

続で前年を上回った。４～７月累計では、

６４３，１５９人（同＋７．１％）と前年を上回ってい

る。

空港・港湾別では、新千歳空港が１８９，３８７

人（前年比＋４．７％）、旭川空港が３，７８１人

（同▲３２．６％）、函館空港が５，０８０人（同

▲４２．４％）だった。

７月の貿易額は、輸出が前年比＋２０．７％の

３８５億円、輸入が同▲１．４％の１，００１億円だっ

た。

輸出は、再輸出品、電気機器、魚介類・同

調製品などが増加した。

輸入は、石油製品、肥料、鉄鉱石などが減

少した。

輸出は、４～７月累計では１，０８５億円（前

年比▲１８．３％）と前年を下回っている。

道内経済の動き

― ４ ―ほくよう調査レポート ２０１９年１０月号
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～改善が進んでいる

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～件数は２か月ぶりに増加

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）
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＝100.0

１４．消費者物価指数～３２か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

７月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、１．２１倍（前年比＋０．０５ポイント）と１１４

か月連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比＋４．６％と３か月ぶ

りに前年を上回った。業種別では、医療・福

祉（同＋６．１％）、宿泊業・飲食サービス業

（同＋１６．６％）などが前年を上回った。運輸

業・郵便業（同▲３．４％）などが前年を下

回った。

８月の企業倒産は、件数が２１件（前年比

＋１６．７％）、負債総額が３０億円（同＋９３．５％）

だった。件数は２か月ぶりに前年を上回っ

た。

業種別ではサービス・他が６件、卸売業が

５件などとなった。

７月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１０２．６（前月比±０．０％）となっ

た。前年比は＋０．４％と、３２か月連続で前年

を上回った。

生活関連重要商品等の価格について、７月

の動向をみると、食料品・日用雑貨等の価格

は、おおむね安定している。石油製品の価格

は調査基準日（７月１０日）時点で前月比、灯

油・ガソリン価格ともに値下がりした。

道内経済の動き

― ５ ― ほくよう調査レポート ２０１９年１０月号
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実質経済成長率（％） 北海道 全国

（注）１. 全国は内閣府調べ。2019年度は日本銀行政策委員「大勢見通し｣(7月時点)の中央値。
　　　２. 北海道は北海道経済部調べ。2017年度以降は当行推計。
　　　３. 平成23年暦年連鎖価格方式。
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北海道経済の現状は、緩やかに回復している。個人消費は一部に弱い動きがみられる
ものの、緩やかに持ち直している。設備投資は緩やかに持ち直している。住宅投資は弱
含みとなっている。公共投資は、持ち直しの動きがみられる。この間、景況感の現状判
断は横ばい圏内の動きとなっている。
２０１９年度の北海道経済を需要項目別に展望すると、個人消費は、雇用・所得環境の改
善が下支えする一方で、消費税増税への各種経済対策が講じられ影響は限定的となるも
のの消費税増税の影響が見られ、持ち直しのペースは鈍化しよう。住宅投資は、消費税
増税前の駆け込みを背景に持家・分譲戸建を中心に増加するものの、金融環境の変化な
どによる貸家減少の影響が大きく弱含みで推移しよう。設備投資は、大型競争力増強投
資や建設投資が牽引し高水準で推移しよう。公共投資は、北海道胆振東部地震の災害復
旧・復興工事本格化などにより、前年を上回ろう。米中貿易摩擦などによる海外ならび
に国内経済の減速や、道内需要の増加から、移輸出入のマイナス幅は拡大しよう。この
結果、実質経済成長率は０．７％（２０１８年度０．６％）、名目経済成長率は１．５％（同０．６％）
となろう。

２０１９年度北海道経済の見通し
＜改訂＞

要 約
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１．２０１９年度北海道経済の概況

（１）国内経済の動向

現状の国内経済は１～３月期の国内総生産

（四半期別GDP・２次速報値）が前期比０．６％

増（年率＋２．２％）となるなど、景気は緩や

かに回復している（図表１）。人手不足を背

景とした雇用環境改善や賃上げによる所得環

境の改善により個人消費は持ち直している。

住宅投資は、持家が下支えしおおむね横ばい

で推移している。民間企業設備は、機械投資

に弱さがみられるものの、高水準の企業収益

や人手不足などを背景として緩やかに持ち直

している。輸出は、中国経済の減速や世界的

な情報関連材需要の一服から減速感がみられ

る。

先行きについて、個人消費は、２０１９年１０月

の消費税増税が重荷となり伸びは鈍化するも

のの、雇用・所得環境の改善が続くなかで緩

やかな持ち直しが続くことが見込まれる。住

宅投資は、横ばい圏で推移しよう。設備投資

は、人手不足を背景とした省人化投資や研究

開発投資を中心に、引き続き緩やかに増加し

よう。公共投資は、２０１８年度補正予算の押し

上げ効果や、消費税増税対策などから底堅く

推移しよう。輸出は、アジア向けの輸出減少

を背景に弱含みで推移しよう。

これらのことから、国内経済は緩やかな回

復が続くものとみられる。もっとも、米政権

の保護主義的な通商政策の進展や、中国経済

をはじめとした海外経済の動きや不確実性に

は注意が必要である。

（２）北海道経済の動向

現状の北海道経済は、緩やかに回復してい

る。個人消費は、一部に弱い動きがみられる

ものの、雇用・所得環境の改善を背景に緩や

かに持ち直している。設備投資は緩やかに持

ち直している。住宅投資は弱含みとなってい

る。公共投資は持ち直しの動きがみられる。

内閣府が発表した本年６月の『景気ウォッ

チャー調査』では、北海道の景気の現状判断

DIは大型連休における支出増の反動などに

より５月から０．１ポイント低下し４７．９となっ

た。また、景気の先行き判断DIは５月から

０．７ポイント上昇の４６．９となっている（図表

２）。

今後を展望すると、個人消費は、消費税増

税の前後で駆け込み需要とその反動から振れ

が見込まれるものの、今回の引上げが２％ポ

イントと２０１４年と比較し小幅であることや、

軽減税率導入のほか各種対策が講じられるこ

とから、消費税増税の影響は限定的とみら

れ、緩やかな持ち直しが続こう。もっとも、

消費税増税に伴い実質賃金が減少することか

図表１ 図表２実質GDP成長率の内訳（全国） 景気ウォッチャー調査（北海道）

（資料：内閣府「四半期別GDP速報 ２０１９年１‐３月期・２次速報）」 （資料：内閣府）

２０１９年度北海道経済の見通し
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ら、持ち直しのテンポは鈍化しよう。住宅投

資は、消費税増税前の駆け込みを背景に持

家・分譲戸建を中心に増加するものの、金融

環境の変化などによる貸家減少の影響が大き

く弱含みで推移しよう。設備投資は、大型競

争力増強投資や建設投資が牽引し高水準で推

移しよう。公共投資は、台風などの大雨被害

や北海道胆振東部地震の復旧・復興工事など

が本格化し前年を上回ろう。観光関連では、

外国人観光客の増勢が続き、好調を維持しよ

う。

物価の動向をみると、エネルギー価格上昇

に伴い、消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合）は２０１６年１２月以降前年を上回る月が続い

ている（図表３、４）。

物価の先行きを展望すると、消費者物価指

数（生鮮食品を除く総合）を押し上げてきた

エネルギー価格の上昇が一服していること

や、携帯電話料金の引き下げ、幼児教育・保

育無償化などが物価を押し下げることから、

消費税増税の影響を除く物価上昇のペースは

緩慢なものにとどまろう。

以上のような経済状況を勘案すると、２０１９

年度の道内経済成長率は実質成長率０．７％

（２０１８年度０．６％）、名目成長率１．５％（同

０．６％）となり、３年連続のプラス成長とな

ろう。

２．道内総生産（支出側）の動向

（１）民間最終消費支出

足元の状況をみると、一部に弱い動きがみ

られるものの、スーパーやコンビニ、ドラッ

グストアなど幅広い業態で、販売額は前年を

上回る水準が続いている（図表５、６）。

図表３ 図表５消費者物価指数（北海道）
（前年同月比）

大型店等販売額（北海道）
（前年同月比）

（資料：総務省、北海道） （資料：北海道経済産業局）

図表４ 図表６原油価格の推移 乗用車新車登録台数（北海道）
（前年同月比）

（資料：ＩＭＦ） （資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

２０１９年度北海道経済の見通し
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もっとも、輸出に含まれる外国人観光客への

販売額が実績に含まれていることには留意が

必要である。

個人消費に影響を与える道内の雇用・所得

環境について概観すると、当行が本年２月か

ら３月にかけて行った『雇用動向に関する調

査』において、雇用の過不足感を示す「雇用

人員判断DI（過剰企業割合―不足企業割

合）」は△５５と、バブル期ピーク（１９９１年

△４９）を超える結果となった前年から横ばい

となり、人手不足感は高止まりしている（図

表７、８）。企業の人手不足感が一段と強ま

る中で、有効求人倍率は８年以上にわたって

前年を上回っている。これらの動きを受け

て、雇用環境は引き続き改善が続こう（図表

９）。

所得環境については、人員確保の観点から

賃上げによる従業員の待遇改善の動きが幅広

い業種で広がっていることを受け、現金給与

総額は前年上回りが続いている（図表１０）。

当行が本年５月から６月にかけて行った『賃

金動向に関する調査』においても、今年度、

定期給与（基本給・諸手当等）を引上げ予定

の割合は７７％と前年から横ばいとなり、高止

（項目） 全産業 製造業 非製造業

過剰 ２ ４ ２

適正である ４１ ５０ ３７

不足 ５７ ４６ ６１

雇用人員判断DI ▲５５ ▲４２ ▲５９

（前年同時期） ▲５５ ▲４４ ▲６０

図表９ 有効求人倍率（北海道）

（資料：北海道労働局）

図表７ 図表１０雇用判断DIの推移 名目賃金指数の推移（北海道）
（前年同月比）

雇用判断DI：人員が「過剰とした企業の割合」－「不足とした企業の割合」
（資料：北洋銀行） （資料：厚生労働省、北海道「毎月勤労統計調査」）

図表８ 図表１１業種別の人員過不足感 賃金引上げの推移（引上げとした割合）

雇用人員判断DI：人員が「過剰とした企業の割合」－「不足とした企業の割合」
（資料：北洋銀行「道内企業の雇用の現状等について」） （資料：北洋銀行）

２０１９年度北海道経済の見通し
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まりしている。一方、特別給与（賞与・期末

手当等）を引上げ予定の割合は前年から３ポ

イント低下し一服感がみられる（図表１１）。

また、本年７月中央最低賃金審議会は２０１９年

度の地域別最低賃金の目安を答申しており

（北海道は２６円引き上げて８６１円／時）、雇用

環境の改善を通じて道内の雇用者所得増加に

寄与しよう。

現在の人手不足の状況を鑑みれば、雇用・

所得環境は今後も改善が見込まれるが、一方

で、食品価格の上昇や海外経済の先行き不透

明感、特別給与の伸び悩みなどが、消費者マ

インドを下押しすることが懸念される。あわ

せて、２０１９年１０月に予定されている消費税増

税については、各種対策により大幅な景気減

速は回避され影響は限定的と見込まれるが、

実質賃金の減少が個人消費の伸びを抑制しよ

う。

以上のように、雇用・所得環境の改善が下

支えとなり、個人消費は底堅く推移するもの

の、消費者マインドの低下や消費税増税の影

響から、前年に比べ持ち直しのペースは鈍化

することが見込まれる。

この結果、民間最終消費支出は、実質成長

率０．３％、名目成長率０．８％となろう。

（２）政府最終消費支出

２０１９年１月１日の住民基本台帳によると、

北海道の高齢者（６５歳以上）人口は前年比

１．４％増加し、総人口に占める割合も３０．９％

と一段と高齢化が進んでいる。これを受け、

政府最終消費支出の約４割を占める現物社会

給付（医療費・介護費）は漸増が見込まれ

る。

また、人事院は２０１９年度の国家公務員給与

について引き上げを勧告する方針である

（２０１８年度は月例給０．１６％、ボーナス０．０５カ

月の引き上げ）。これを受け、２０１９年度の道

職員や市町村職員の給与引き上げも見込ま

れ、政府最終消費支出を押し上げよう。

この結果、政府最終消費支出は、実質成長

率０．８％、名目成長率１．６％となろう。

（３）住宅投資

２０１９年４～６月の新設住宅着工戸数は、前

年比▲３．９％と前年を下回る水準で推移して

いる。特に貸家（前年比▲１８．９％）が大きく

減少している。持家、分譲戸建を中心に、本

年１０月に予定されている消費税増税に伴う駆

け込み需要が見られるが、消費増税後に反動

減が見込まれることや、住宅投資を牽引して

きた貸家着工に後退がみられ、２０１９年度の住

宅投資は前年度に比べ減少しよう。

２０１９年度について住宅投資を利用目的別に

展望すると、貸家は、金融環境の変化や、こ

こ数年の建築拡大により供給過剰感がみられ

ることから、前年を下回ろう。持家および分

譲戸建は、現状の金融政策が継続され住宅

ローン金利が引き続き低位で推移することが

見込まれることや、雇用・所得環境の持続的

改善を下支えとして持ち直そう。これらを受

け、消費税増税前後で振れは伴うものの、前

年を幾分上回ろう。分譲マンションについて

も、用地取得費用、人件費・労務費や資材価

格の上昇を背景とした販売価格の高止まりが

重荷となるものの、大規模開発に伴う着工増

もあり着工戸数は持ち直しが見込まれる。

これらを勘案すると、住宅着工戸数は、持

家が１１，９７５戸、貸家が１７，５０２戸、分譲が

４，１８９戸（分譲マンション１，８３２戸、分譲戸建

２，３５７戸）、給与（社宅）が３７５戸、合計

３４，０４１戸となり、２０１８年度実績（３５，７６１戸）

を１，７２０戸下回ろう。（図表１２、１３）

この結果、住宅投資は、実質成長率▲

２０１９年度北海道経済の見通し
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（４）設備投資

先行指標である２０１９年４～６月累計の民間

非居住用建築物の工事費予定額は、前年を

６．８％下回って推移しており、足元では一服

感がみられる（図表１４）。もっとも、現状で

はインバウンドの増加に対応したホテルの新

築・改装が相次ぐなど、北海道の主力産業で

ある観光関連業種での設備投資が多くみられ

る。また、札幌市をはじめ道内中核都市で複

数の再開発事業が進行中であるほか、エネル

ギー分野では、再生可能エネルギー利用を目

的とした投資もみられる（図表１５）。

２０１９年度を展望すると、２０１９年６月に日本

政策投資銀行北海道支店が行った『北海道地

域設備投資計画調査』（原則、資本金１億円以

上の民間企業が対象）によると、２０１９年度の

道内設備投資計画は全産業で前年比１１．６％増

となっている（製造業・同＋２７．８％、非製造

業・同＋７．７％）（図表１６）。製造業では、新製

品へ対応するための「輸送用機械」や、改修

工事のある「鉄鋼・非鉄金属」などが増加。

非製造業では、ビル施設整備等から「不動

利 用 目 的 ２０１８年度 ２０１９年度 前年度比

計 ３５，７６１ ３４，０４１ ▲１，７２０

持 家 １１，７４０ １１，９７５ ２３５

貸 家 １９，５３５ １７，５０２ ▲２，０３３

給 与 住 宅 ４１９ ３７５ ▲４４

分 譲 住 宅 ４，０６７ ４，１８９ １２２

（うちマンション） １，７４４ １，８３２ ８８

（ う ち 一 戸 建 ） ２，３１１ ２，３５７ ４６

地区 主要用途 事業規模

日高 風力発電 １，２００億円

道央 洋上風力発電 ７００億円

千歳 空港施設、ホテル ５１８億円

道北 風力発電、送電網 ５００億円

不明 輸送用機械、鉄鋼・非鉄金属 ５６１億円

新さっぽろ駅周辺再開発 店舗・共同住宅など ５００億円

南２西３南西再開発 店舗・共同住宅など ２４０億円

北３東１１周辺再開発 店舗・共同住宅など ２３０億円

苗穂駅北口再開発 店舗・共同住宅など １００億円

２０１８年度
実績

２０１９年度
計画 増減率

全産業 ４，３７９ ４，８８８ １１．６

（除く電力） （３，０６５） （３，７６５） （２２．９）

製造業 ８４６ １，０８２ ２７．８

非製造業 ３，５３３ ３，８０６ ７．７

（除く電力） （２，２１９） （２，６８４） （２１．０）

図表１２ 住宅着工戸数の推移（北海道）

（資料：国土交通省、２０１９年度以降は当行推計）

図表１３ 図表１５利用目的別の住宅着工戸数
（戸）

道内での設備投資、再開発

（資料：国土交通省、２０１９年度は当行推計）
※長屋建等、利用目的別に分類されない構造物があるため、分譲
住宅の合計は一致しない場合がある （資料：新聞報道、市町村ホームページ、日本政策投資銀行などを基に当行作成）

図表１４ 図表１６民間非居住用建築物（北海道）
（工事費予定額）

２０１９年度業種別設備投資の動向
（単位：億円、％）

（資料：国土交通省） （資料：日本政策投資銀行）

２０１９年度北海道経済の見通し

― １１ ― ほくよう調査レポート ２０１９年１０月号
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産」などが増加の見通しである。

また、当行が本年５月から６月にかけて

行った『道内企業の経営動向調査』では、中

小企業の設備投資実施割合も増加基調となっ

ている（図表１７）。２０１９年度の道内設備投資

は、大・中堅企業の大型投資による押し上げ

効果や、インバウンドの増加や人手不足など

を背景に増加しよう。

この結果、設備投資は、実質成長率

４．８％、名目成長率５．１％となろう。

（５）公共投資

足元の公共工事請負金額をみると、北海道

胆振東部地震の復旧・復興工事の執行が本格

化し、２０１９年４～６月の累計金額は前年比

７．２％増加している。２０１９年度については、

北海道開発事業費（当初予算）は、消費税引

き上げによる経済への影響の平準化に向けた

「臨時・特別の措置」等により前年比１４．７％

増となっている。また、２０１８年度の補正予算

の執行についても２０１９年度に本格化する。足

元では、昨今の人手不足などから事業によっ

て入札の不調・不落も見られるが、要件・設

計の変更や通年施工の取組などが図られてお

り、２０１９年度の公共投資は前年を大きく上回

ろう（図表１８、１９）。

この結果、公共投資は、実質経済成長率

９．２％、名目成長率１０．４％となろう。

（６）域際取引

（Ａ）移輸出

２０１９年４～６月の貿易統計（函館税関）を

みると、財の輸出は、「自動車の部分品」「有

機化合物」「魚介類・同調製品」などが減少

し、前年を３０．７％下回って推移している。

２０１９年度については、「自動車の部分品」

は北米への生産シフトの影響を受け減少しよ

う。「有機化合物」は化学品工場の生産停止の

影響を受け減少しよう。「魚介類・同調製品」

は魚種によって漁獲量の変動はあるが、単価

の上昇が減産を補うことで増加しよう。加え

て、米中貿易摩擦により中国経済に減速がみ

られるなど、海外経済の不透明感の高まり

は、アジア向け輸出の重荷となろう。国内向

事項

２０１９年度予算額

通常分 臨時・特別
の措置 合計対前年

度倍率
対前年
度倍率

北海道
開発事業費 ５５４，６０１ １．０２ ７０，３８５６２４，９８６ １．１５

図表１７ 設備投資実施企業の割合

（資料：北洋銀行「道内企業の経営動向調査」）

図表１８ 図表１９公共工事請負金額（北海道） ２０１９年度北海道開発予算
（百万円）

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社、２０１９年度は当行推計） （資料：国土交通省）

２０１９年度北海道経済の見通し

― １２ ―ほくよう調査レポート ２０１９年１０月号
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けの財の移出も、わが国の外需及び内需が米

中貿易摩擦や消費税増税の影響から減速する

ことが見込まれ、増加ペースは鈍化しよう。

一方、観光関連では、新規航空路線の開設

や、ホテルなどの受入れ施設の整備進展のほ

か、５月の大型連休やラクビーワールドカッ

プの開催が追い風となり、来道客・インバウ

ンドの消費を押し上げよう（図表２０、２１、

２２）。もっとも、日韓関係の冷え込みから、

韓国からの訪日外国人来道者数（２０１７年度

６３．９万人、構成比２２．９％）の推移については

注意が必要である。

（Ｂ）移輸入

２０１９年４～６月の貿易統計（函館税関）を

みると、財の輸入は、「航空機類」「石油ガス

類」などが増加し、前年を３．８％上回ってい

る（図表２３）。なお、「航空機類」の増加額

１９７億円はほぼ全増となっており、これを除

いた推移でみると前年を下回る動きとなって

いる。

２０１９年度を展望すると、輸入の大きなウェ

イトを占める鉱物性燃料が、化学品工場の業

態転換により輸入減少が見込まれることや、

原油価格上昇に伴う押し上げ効果の剥落によ

り、輸入は弱含みで推移しよう。

一方、移入は道内需要（個人消費・漸増見

通しの政府最終消費支出・災害復旧等に伴う

公共投資・高水準の設備投資など）の持ち直

しにより前年を上回ろう。

この結果、財貨サービスの移出入（純）

は、実質経済成長率△４．４％、名目成長率

△３．７％となろう。

図表２０ 図表２２訪日外国人１人当たり
旅行支出推移（全国）

利用交通機関別の来道客数

（資料：国土交通省 観光庁） （資料：�北海道観光振興機構）

図表２１ 図表２３訪日外国人来道者数（実人数） 貿易動向

（資料：北海道経済部、２０１８年度以降は当行推計）
※平成２２年度以降は新算定方式により調査しており、それ以前の
数値とは接続しない （資料：函館税関）

２０１９年度北海道経済の見通し
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３．道内総生産（生産側）の動向

（１）一次産業

農業の耕作部門は、昨年度の天候不順によ

り収穫量が落ち込んだこともあり、作況が平

年並みとすると前年を上回ろう。また、米や

小麦など道産品の人気を背景に価格も上昇し

生産額も増加しよう。畜産部門では、生乳は

前年の北海道胆振東部地震の影響が解消して

いることや搾乳牛の増加により生産量は前年

上回りが見込まれる。総じてみれば、農業総

生産は前年比３．１％増となろう。

水産業は、主要魚種であるホタテガイが過

年度の道東地域における台風被害の影響がな

くなったことから水揚げは増加しよう。また

秋サケの漁獲量も前年を上回ろう。一方、各

水産試験場などの資料より、サンマ、スルメ

イカの漁獲量は前年を下回ることが見込まれ

るが、道内産水産物の需要は高く単価の上昇

が減産を補うことが予想される。総じてみれ

ば水産業の総生産は前年比０．５％増となろ

う。

この結果、一次産業は前年比２．５％増とな

ろう。

（２）二次産業

製造業は、道内公共投資や設備投資の増加

に伴い「金属製品」「窯業・土石製品」など増

加が見込まれる。また、ウェイトの高い「食

料品製造業」は乳製品の設備稼働が年度後半

に予定されており生産量は増加しよう。一

方、「化学工業」「パルプ・紙」は工場閉鎖や

生産ラインの縮小が下押しし生産額は減少し

よう。総じてみれば製造業の総生産は前年比

△０．８％となろう。

建設業については、住宅は持家・分譲戸建

の着工戸数の増加を見込むが、貸家の着工戸

数の減少を補うまでには至らず、住宅着工戸

数は減少しよう。民間設備投資は、札幌を中

心とした再開発事業が続いており増加しよ

う。また、公共工事は北海道胆振東部地震の

復旧・復興工事の本格化や消費税対策の「臨

時・特別の措置」に伴う工事の増加から大き

な伸びが見込まれ、建設業の総生産は前年比

４．０％増となろう。

この結果、二次産業の総生産は前年比

１．２％増となろう。

（３）三次産業

卸売・小売業は、雇用・所得環境の改善が

続くなか個人消費は底堅く推移すると見込ま

れる。もっとも、消費税増税の影響は軽減税

率導入や各種経済対策が講じれることから限

定的とみられるが、消費増税後の実質所得の

減少から伸びは鈍化しよう。

インバウンド消費関連の小売業や、北海道

胆振地震の災害復旧工事の本格化により建設

関連卸売業が増加しよう。

観光関連の宿泊・飲食サービス業や旅客運

輸業は、来道者数が堅調に推移していること

や、外国人観光客が好調を維持しているこ

と、また、５月の大型連休やラクビーワール

ドカップなどのイベント開催も追い風になり

前年を上回ろう。

情報通信業は、携帯電話料金の値下げの影

響はあるものの、企業のICT投資やIoT、セ

キュリティなどの需要拡大が見込まれ、底堅

く推移しよう。

保健衛生・社会事業は、高齢化の進展に伴

い安定した推移が続こう。

この結果、三次産業の総生産は前年比

１．５％増となろう。

２０１９年度北海道経済の見通し
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統計表１ 道内総生産（支出側）
（単位：億円、％）

項 目

名 目 値 （ ）内は前年度比伸び率 実 質 成 長 率

２０１７年度

（実績見込み）

２０１８年度

（実績見込み）

２０１９年度

（見通し）
２０１７年度 ２０１８年度 ２０１９年度

民間最終

消費支出

１２０，９００

（１．６）

１２２，０１０

（０．９）

１２２，９４７

（０．８）
１．３ ０．６ ０．３

政府最終

消費支出

５０，８７８

（１．０）

５１，３９１

（１．０）

５２，１９１

（１．６）
０．４ ０．９ ０．８

総固定

資本形成

３７，４１５

（△１．９）

３７，００２

（△１．１）

３９，０９０

（５．６）
△３．２ △２．３ ４．８

住宅投資

設備投資

公共投資

５，８７６

（４．９）

１５，９５９

（△７．８）

１５，５８０

（２．４）

５，５２０

（△６．１）

１６，４１１

（２．８）

１５，０７１

（△３．３）

５，１９６

（△５．９）

１７，２４８

（５．１）

１６，６４６

（１０．４）

３．１

△８．５

０．５

△７．７

２．０

△５．０

△７．２

４．８

９．２

財貨・サービ

スの移出入

（純）

△２５，０９６

（△１．３）

△２５，２４６

（△０．６）

△２６，１８４

（△３．７）
２．９ ２．７ △４．４

道内総生産

（支出側）

１９１，４２１

（０．７）

１９２，４８１

（０．６）

１９５，３６９

（１．５）
０．６ ０．６ ０．７

統計上の不突合、在庫増を除いているので合計は道内総生産と一致しない。

統計表２ 実質成長率の増加寄与度
（単位：％）

項 目 ２０１７年度 ２０１８年度 ２０１９年度

民間最終消費支出
政府最終消費支出
総固定資本形成

０．９
０．１
△０．７

０．４
０．２
△０．５

０．２
０．２
０．９

住宅投資
設備投資
公共投資

０．１
△０．８
０．０

△０．２
０．２
△０．４

△０．２
０．４
０．７

財貨サービスの移出入
（純）

０．４ ０．４ △０．６

道内総生産（支出側） ０．６ ０．６ ０．７

統計上の不突合、在庫増を除いているので合計は道内総生産と一致しない。

２０１９年度北海道経済の見通し
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統計表３ 道内総生産（生産側）
（単位：億円、％）

項 目
２０１７年度

（実績見込み）

２０１８年度

（実績見込み）

２０１９年度

（見通し）

前 年 度 比 伸 び 率

２０１７年度 ２０１８年度 ２０１９年度

一次産業

農 業

林 業

水 産 業

８，５９３

６，５０８

２４５

１，８４１

８，５２３

６，４６４

２３６

１，８２３

８，７３４

６，６６５

２３７

１，８３３

０．１

１．５

０．５

△４．８

△０．８

△０．７

△３．６

△１．０

２．５

３．１

０．３

０．５

二次産業

鉱 業

製 造 業

建 設 業

３３，４４１

２０９

１９，２８０

１３，９５２

３３，１３０

２０８

１８，９８２

１３，９４０

３３，５３０

２０９

１８，８３０

１４，４９２

０．１

△１．９

０．４

△０．３

△０．９

△０．７

△１．５

△０．１

１．２

０．４

△０．８

４．０

三次産業

電気・ガス・水道・
廃棄物処理業

卸売・小売業

運輸・郵便業

宿泊・飲食
サービス業

情報通信業

金融・保険業

不 動 産 業

専門・科学技術、
業務支援サービス業

公 務

教 育

保健衛生・
社会事業
そ の 他 の
サービス

１４８，１３３

５，７２４

２４，５０７

１４，２１２

５，４４２

７，０５９

５，７１９

２１，１０９

１４，５１６

１３，９９１

８，３４７

１９，１６９

８，３３８

１４９，５７１

５，６７７

２４，８６８

１４，４４８

５，３７９

７，０７２

５，７００

２１，５８２

１４，６３５

１４，１３１

８，３０６

１９，３８５

８，３８８

１５１，８３４

５，７０８

２５，２２３

１４，７９７

５，４５５

７，１４２

５，７４２

２１，９４１

１４，８９７

１４，３５７

８，２８７

１９，８４６

８，４３８

０．８

△１．４

１．０

１．１

１．４

０．９

△０．２

０．８

０．４

１．９

０．３

１．０

０．４

１．０

△０．８

１．５

１．７

△１．１

０．２

△０．３

２．２

０．８

１．０

△０．５

１．１

０．６

１．５

０．５

１．４

２．４

１．４

１．０

０．７

１．７

１．８

１．６

△０．２

２．４

０．６

道内総生産

（生産側）
１９１，４２１ １９２，４８１ １９５，３６９ ０．７ ０．６ １．５

四捨五入の関係や輸入品に課される税・関税、資本形成に係る消費税等を除いているので、合計は道内総生産と一致しない。

２０１９年度北海道経済の見通し

― １６ ―ほくよう調査レポート ２０１９年１０月号
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― １７ ― ほくよう調査レポート ２０１９年１０月号

お客さまのニーズに応えたい

～リネンサプライ業から介護用品の製造・

販売・レンタル、清掃業へ

昭和５６年に叔父さまが株式会社特殊衣料を設立。池田啓子氏は５９年に入社。お客さまの思いに

しっかりと応えたいと奮闘する中、様々な人との出会いから新たな取組みが次々と生まれていく。

今回は、安全性とデザイン性に優れた保護帽「アボネット」を開発された池田会長と、真裕子社

長に仕事に対するお考えや経営の視点、障がい者の雇用、社会との関係についてお伺いしました。

代表取締役会長 池田 啓子 氏

湧別町出身。会社経営の中で障がい者雇用に取り

組み、小規模作業所の開設を経て、平成１６年に

「社会福祉法人 ともに福祉会」を設立、理事長に

就任。会社の受賞歴も数多く、内閣府生活産業特

選企業５０選選出をはじめ、グッドデザイン賞、ダ

イバーシティ経営企業１００選などを受賞。会長は

平成３０年度に渋沢栄一賞を受賞。

会社概要
企業名：株式会社 特殊衣料

住 所：札幌市西区発寒１４条１４丁目２‐４０

ＴＥＬ：０１１‐６６３‐０７６１

E-mail：info@tomoni.co.jp

設立：昭和５４年創業、５６年会社設立

事業内容：

＊リネンサプライ及び清掃（病院、施設）

＊福祉用具の製造・販売等

・オリジナル商品の開発・製造、販売

・福祉用具の製造・販売（自社製品・OEM商品

（注１）

）

・福祉用具の販売・レンタル、住宅改修

従業員数：１７１名（令和元年１０月１日現在）

うち、パート９１名

＊障がい者雇用：２９名（うち、パート２名）

知的２５名、身体２名、聴覚１名、精神１名

資本金：４，０００万円

―入社の経緯や事業拡大などについて、お聞かせ

下さい―

会長：当社は、昭和５４年に大人用の布おむつのク

リーニング業者として創業され、５６年にリネンサ

プライ業として法人化されました。

私が入社したのは５９年５月ですが、当初は週１

回のアルバイトでした。

我が家には、主人の母と私の母、そして私と３

人の主婦がいて、週１回くらいは私がいないほう

が静かで良いかなということで働くようになりま

した。母たちがいたお陰で今の私があると、感謝

しております。

最初の仕事は経理でしたが、週１日から週３日

へと働く日数も増え、そのうちクリーニング師の

資格を取ったりと、どんどん仕事へとのめり込ん

でいきました。

今でもそうですが、周りの方々に動かされなが

ら仕事をしてきました。お客さまから貴重なニー

ズや提案を頂いて、数々の事業に挑戦してきたと

感じています。

昭和６１年には介護用品専門店を開店、平成９年

には社会福祉協議会や医療・福祉教育の関係者か

らのご要望を受け、片マヒ疑似体験セット「まな

道内企業訪問

トップに聞く⑪ 株式会社 特殊衣料
代表取締役会長 池田 啓子 氏
代表取締役社長 池田 真裕子 氏

（１）OEMとはOriginal Equipment Manufacturingの略で、他社ブランド製品を製造することであり、㈱特殊衣
料ではOME商品の企画・提案・製造を行っている。
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道内企業訪問

― １８ ―ほくよう調査レポート ２０１９年１０月号

ものづくりの基本を学ぶ

～１つのプロジェクトが私と会社を大きく

変えた

び体」を開発・販売、さらには清掃業も行うな

ど、今日につながる土台が形づくられています。

☆疑似体験セット「まなび体」（高齢者用）

☆「まなび体」を活用した大学での体験授業

―頭部保護帽「アボネット」開発の経緯などにつ

いて、お伺いします―

会長：平成１２年に札幌市で福祉産業の振興を図る

ためのデザイン研究開発プロジェクトが設置され

ました。そのころ、当社では障がい者向けの頭部

保護帽「愛帽」の開発を進めていたことから、プ

ロジェクトに参画しました。

２０名を超える専門家や行政の方と議論しながら

進めることは、私にとっては初めての経験であ

り、本当に大変でした。何も知らない私は、「愛

帽」をファッショナブルにしたいとの思いがある

一方、デザイナーの先生から頂いた様々なリクエ

ストに戸惑って、衝突してしまいました。ようや

く途中から先生の言わんとする意味を理解し、何

とか進めていくことができました。

札幌にある老舗の帽子製造会社を退職された方

に製造方法のご指導を頂いたり、服飾デザイナー

を採用したり、帽子デザイナーにご協力をお願い

したりと、本当に多くの方のお力をお借りしまし

た。また、商品が市内の老舗デパートで販売され

ることが決まり、当社の社員全員のモチベーショ

ンが上がりました。

結局、このプロジェクトへの参画が私たちの会

社を大きく変えることになりました。

何より、私自身がものづくりの基本を学ばせて

頂きました。それ以降、当社において新しい商品

を開発する際には、必ずその商品に関連する専門

家の方々に参画して頂くこととしております。

☆アボネット（デザインは５０種類超）
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道内企業訪問

― １９ ― ほくよう調査レポート ２０１９年１０月号

大切な２つのこと

～最高の価値を創造する／社員の自己成長

障がい者の方の受入れで会社が変わる

～進んだ「５S」、温かい社風へ

―会社の経営理念・経営方針などについて、お聞

かせ下さい―

会長：もともとの仕事は、病院や施設にいらっ

しゃる方のリネンサプライやクリーニングです

が、どんな思いで病気と対峙されているのか、ど

んな思いで施設に入られているのか、その背景に

思いを致し、お預かりした洗濯物等をお客さまの

心を癒すものへと仕上げることを意識していまし

た。

当社は社員が少なかったこともあり、私は課長

や専務を経て平成８年に社長となりました。その

ときに、「最高の価値を創造する」という言葉を

入れた経営理念（注２）を作成しました。

常に、お客さまの気持ちを考え、技術を磨いて

最大限の努力をしないと認めてもらえないという

ことで、私がそれまでの様々な経験から学んだも

のです。

とにかく会社をつぶさないことが私の役割・使

命と考え、社員を困らせることのないよう頑張っ

てきました。

写真右側：啓子会長、左側：真裕子社長

社長：経営方針で言えば、会長は長期的な視点に

立って会社のことを考えており、私は短期的、具

体的なことにしっかりと対処していくという感じ

で、現時点では二人三脚で会社を運営しています。

私が今、大切にしていることはPDCAサイク

ル（注３）で、せっかく作った事業計画を達成すること

です。毎月の会議で色々な発表を行いますが、目

標達成の見込みが判ると拍手が出たり、次につな

げる新しい提案が出たりするようになりました。

もう一つ大切にしていることが、社員の自己成

長であり、会社を使って人としての器を大きくし

て頂きたいということです。各種資格取得の費用

は会社が持つほか、外部講師による職員研修の開

催など、教育にお金をかけて人材育成に取り組ん

でいます。社員教育が今後の当社の生きる道であ

ると考えています。

☆商品開発会議の様子（旧社屋内）

―障がい者の方を雇用したきっかけや会社の変化

などについて、お伺いします―

会長：障がい者の方を雇用した直接のきっかけ

は、平成元年に高等養護学校の先生から頂いた職

（２）私たちの理念：お客様の気持ちを大切に、自らを高め、技術を磨き、信頼され、愛される企業として常
に最高の価値を創造し、ともに励みます。

（３）PDCAサイクルとは、事業活動における生産管理などの管理業務を円滑に進める手法の一つで、Plan（計
画）→Do（実行）→Check（評価）→Action（改善）を繰り返し、継続的に業務を改善しようとするもの。
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道内企業訪問

― ２０ ―ほくよう調査レポート ２０１９年１０月号

一人ひとりが持つ才能は天与のもの

～出発点は、「エイブル・アート」

場実習受入れの依頼でした。最初は、工場内は機

器などの配置も煩雑で危険ではないか、また、教

える余裕もないと考えていました。しかし、先生

の熱意を受けて授業参観をさせて頂き、生徒たち

の真剣に授業に取り組む姿を目の当たりにし、実

習だけでもと受け入れました。

実習の面倒を見ていた当社のクリーニングのス

タッフが、素直で一生懸命な姿に感心し、雇用した

次第です。男性の方ですが、彼が来てくれたお陰

で、社員全員が挨拶をしっかりとするようになり、

また、危険なものを整理するなど、いわゆる「５

S」（注４）の取組みが少しずつ進みました。彼は平成

２年の採用で、現在も当社で働いて頂いています。

今や、障がい者の方々は、当社にとって欠かせ

ない貴重な戦力ですし、職場環境も改善したほ

か、彼らの持つ温かさが当社の社風を変えてくれ

たと感謝しています。

☆タオルの折りたたみ作業（本部工場内）

ただ、障がい者の皆さんは、手抜きとかはしな

く、例えば、暑くても延々と作業をしたりするの

で、水分補給など健康管理には気を配ることが必

要です。

また、適材適所というか、一人ひとり、その方

の力を発揮できる場所を見つけて働いて頂くこと

が重要と感じています。

社長：先日、北海道障害者職業センターの主催

で、当社において働く障がい者の方々を支援する

ジョブコーチ養成研修の実技研修というものが開

催されました。

当社の社員が講師となったことも嬉しかったの

ですが、研修を受講された方々が当社のパートさ

んに、障がい者の方と一緒に働くことについての

質問をしたところ、パートさんたちは「意識して

いない。」と回答されたようで、一緒に働くことが

自然体になっていることがとても喜ばしいです。

☆ともにはたらく・マナーの手引き

（白黒版は、支援者用の資料）

―障がい者の方のアートを活かしたものづくりに

ついて、お聞かせ下さい―

会長：平成１１年に事業の一部を閉じることとな

り、行き場のなくなった障がい者の方が５名いら

して、その対応を考えていました。親御さんたち

からは、仕事がなくても日中の生活場所が欲しい

とのご要望がありました。

私も、何かしなければという強い思いがあり、

翌年に社内の敷地内に小規模作業所を開設しまし

た。そこで行う授産活動について、あれこれと考

（４）５Sとは、職場環境の維持改善に用いられるスローガンで、①整理、②整頓、③清掃、④清潔、⑤躾と
いう５項目のローマ字の頭文字が「S」となっていることに由来する。

ｏ．２７９（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０１７～０２３　道内企業訪問  2019.09.12 13.25.46  Page 20 



道内企業訪問

― ２１ ― ほくよう調査レポート ２０１９年１０月号

会社と施設は、例えるなら「車の両輪」

～しかし、残された課題もある

えあぐねていると、友人から「エイブル・アー

ト」（注５）を紹介され、早速、東京と大阪に職員を

派遣して勉強してもらいました。

絵画の指導については洞爺湖町の友人にお願い

し、以来、ひと月に１度来て頂き、彼ら・彼女らの

持つ潜在的なパワーを引き出してもらっています。

そうした中、先生のご指導のもとで１人のダウン

症の男性が、アートの基礎を築いてくれました。

☆タイトル：「オランダの風車」

☆ともに福祉会ギャラリー

（展示・販売ブース）

私自身も、一人ひとりの作風は異なるが、潜在

的に持っている才能には、本当に感動しました。

額装をして展示会に出展すると、とても喜んでく

れ、入賞したりするようになりました。彼ら・彼

女らが生み出す作品をもっと価値のある商品にし

たいと考え、デザイナーを採用して、カレンダー

やメモ用紙に加工したり、ブローチなどを制作し

ています。

―会社経営と福祉事業の関係などについて、もう

少しお聞かせ下さい―

会長：平成１７年に、加齢による体力の減退や能力

が著しく低下した障がい者の受け皿として、㈱特

殊衣料の隣接地に「社会福祉法人 ともに福祉

会」を設立しました。

近くに仲間がいて安心でき、個々の能力に応じ

て長く働ける場所を提供することが目的でした。

働く意欲とマナーを身につけ、社会の一員として

喜びに満ちた生活ができるように、日常生活と社

会生活の自立を目指しています。

現在は、就労移行支援事業と就労継続支援B型

事業を行っており、あわせて５０名の方が利用して

います。

一般企業や福祉施設等に就職した方は延べ９３名

であり、そのうち３年以上継続している人の割合

は８５％となっています。㈱特殊衣料には、５名の

方が就職しています。

☆社会福祉法人 ともに福祉会（外観）

（５）エイブル・アート（可能性の芸術）とは、知的・身体的障がい者による芸術活動やその作品、障がい者の
芸術活動を推進する運動などのこと。なお、ともに福祉会で行う絵画や工芸の創作活動は商品化も行っ
ていることから、クリーニング作業などの軽作業と同様に、授産活動として工賃の対象となっている。

ｏ．２７９（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０１７～０２３　道内企業訪問  2019.09.12 13.25.46  Page 21 



道内企業訪問

― ２２ ―ほくよう調査レポート ２０１９年１０月号

まずは、近隣の皆さまに愛される会社へ

～社員がプライドを持って働ける企業

また、昨年６月には、地下鉄「宮の沢駅」の近

くにサテライト「ともに宮の沢」を開設し、利用

者の方が通いやすい場所でも就労支援を行ってい

ます。

☆平成３０年度 渋沢栄一表彰式（注６）

会長：障がい者の方には、ただただ働くだけでは

なく、遊びなどを通して様々な体験をしてもらい

たいと思っています。当社で働く皆さんの年収は

障害年金を含めると経済的に自立可能ですが、貯

金をされる方が多いようです。

何のために給料をもらっているのか、生活がで

きるのであれば、旅行をしたり、野球を観戦した

り、美味しいものを食べたりして、働く喜び、生

きる喜び・幸せを、もっと感じてほしいと思って

います。

☆近隣の皆さまも参加する夏まつり

当社でも、「遊び」ということを意識し、夏ま

つりを開催したり、大通りのビアガーデンに出か

けたり、新年会として有名ホテルで食事会を開催

するなど、社会の色々な場面に触れて頂くよう努

めています。

初めての体験を楽しんだり、喜んだりするだけ

ではなく、例えばレストランで働いてみたいなど、

一人ひとりが感じる様々な思いの中で、本人が望

む可能性や選択が生まれるのではないでしょうか。

現在、人手不足の中で外国人労働者の受入れ拡

大などが話題となっていますが、企業の皆さまに

は、地域で暮らしている障がい者の方や引きこも

りとなっている方々に、働いて、自立していける

きっかけを、是非、提供して頂きたいと切に願っ

ています。

―企業と地域社会との関係・関わり方について、

お伺いします―

会長：私が、一番大切にしたいのは社員です。社

員がプライドを持って働くためには、ご家族の皆

さんが応援してくれるような会社となることが必

要であり、近隣の皆さまに認められる会社となる

ことが大切です。なぜなら、地域の方々に認めら

れることは、社員やご家族の喜びや誇りにつなが

るからです。

当社も地域の一員として、元気な子供たちが安

全に過ごせるよう、毎年春になると近くの小学１

年生にオリジナル商品である保護帽子「アボネッ

ト」を贈呈しているほか、高齢者の方などに優し

くなれるよう、福祉用具体験の出前授業を実施し

ています。

近隣や地域の皆さまに認めて頂き、愛される企

（６）渋沢栄一賞とは、渋沢の出身地である埼玉県が表彰を行う賞。多くの企業の設立や育成に携わる一方
で、福祉や教育などの社会事業にも尽力した渋沢栄一の功績を称え、今日の企業家のあるべき姿を示す
ため、その精神を今に引き継ぐ全国の企業経営者に「渋沢栄一賞」が贈られている。
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― ２３ ― ほくよう調査レポート ２０１９年１０月号

北海道の方にもっと愛されること

～「介護から快護へ」、社会のニーズに応える

業となるよう、さらに努力してまいりたいと考え

ています。

☆小学１年生へのアボネットの贈呈

☆小学校での福祉用具の出前授業

―最後に貴社の将来像や会長の夢について、お聞

かせ下さい―

会長：会社経営や事業の関連では、自社製品をい

かに販売拡大していくか、新商品をどう開発して

いくかが、今後、頑張らなくてはならないと感じ

ている点です。

実は、自社商品である「アボネット」は、北海

道よりも本州への出荷が多いのです。地域の皆さ

まをはじめ、もっともっと北海道の方に愛され、

利用して頂けるよう努力してまいります。

一方、北海道では少子高齢化が進むことが予測

されています。また、労働力人口が減っていくた

め、高齢者の介護なども施設介護から在宅介護へ

とシフトしていくものと思われます。

介護される、介護するということは、いずれも

大変なことです。「介護される方」には心地よい環

境の提供、「介護する方」には労働負担の軽減を

図るサービスが求められています。

当社では「介護から快護へ」をめざし、「介護

を心地よい快護」とするためのサービス・モノの

提供を追い求めてまいります。

特に、在宅の場合では、施設とは異なり手厚い

介護が難しくなりますので、福祉用具のレンタル

事業などのサービスの充実を図りたいと考えてい

ます。会社の人材育成に力を注ぎ、社会のニーズ

に応えていきたいと存じます。

☆株式会社 特殊衣料 社屋（現在）

☆ともにはたらく・㈱特殊衣料の皆さん

（田邊 隆久）
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業種
資本金の額または
出資の総額

常時使用する労働者数

小売業 ５，０００万円以下

または

５０人以下

サービス業 ５，０００万円以下 １００人以下

卸売業 １億円以下 １００人以下

その他
（製造業、建設業、運輸業、その他）

３億円以下 ３００人以下

※業種の分類は、日本標準産業分類に従って判断されます。

はじめに

「働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律」（働き方改革関連法）の成立によ

り、労働基準法等の労働諸法令が改正され、２０１９年４月より順次施行されています。

「働き方改革」とは、①長時間労働の是正、②多様で柔軟な働き方の実現、③雇用形態にかか

わらない公正な待遇の確保、という３本の柱からなり、働く方々がそれぞれの事情に応じた多様

な働き方を選択できる社会を実現しようというものです。本稿では、企業の労働時間管理のあり

方に、特に影響の大きい①長時間労働の是正と②多様で柔軟な働き方の実現に関する法改正につ

いて説明します。自社の対応の進捗状況と照らして再確認していただきたいと思います。

１ 働き方改革関連法が成立した背景

我が国では、「少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少」と「育児や介護との両立など働く方の

ニーズの多様化」が急速に進み、投資やイノベーションによる生産性向上だけではなく、就業機

会の拡大や意欲・能力を存分に発揮できる労働環境をつくることが重要な課題になっています。

それにより、「職業生活の充実」、「労働時間の短縮」や「労働条件の改善」など、労働者が生

活との調和を保ちつつ意欲と能力に応じて就業できる環境の整備に努めるのは、雇用主である経

営者の責務であるという観点から、労働基準法を中心に労働諸法令が改正されました。

長時間労働や過重労働に伴う過労死・過労自殺が社会問題となり、世間から高い関心を集めた

ことで、『働き方改革＝労働時間の抑制』というイメージが先行していましたが、目指すところ

はあくまでも働きやすい職場環境の確保であるということは重要なところです。この目的を見失

い、ただただ労働時間の抑制だけが目的になってしまうと、かえって従業員に過度なプレッ

シャーをかけることになりかねず、企業には「働き方改革」の本旨を理解した対応が求められま

す。

なお、改正法の適用については、中小企業の実情に配慮して猶予期間が設けられているものが

あります。「資本金の額または出資の総額」と「常時使用する労働者の数」のいずれかが、下表の

基準を満たしている場合、中小企業に該当します。

経営のアドバイス

働き方改革に伴う労働時間管理の見直しについて
社会保険労務士法人むらずみ総合事務所

社会保険労務士 森永 英俊
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― ２５ ― ほくよう調査レポート ２０１９年１０月号

≪図１ 時間外労働の上限規制のイメージ≫「時間外労働の上限規制 わかりやすい解説」（厚生労働省）

２ 時間外労働の上限規制【大企業：２０１９年４月から 中小企業：２０２０年４月から】

● 残業時間の上限は原則として 月４５時間、年３６０時間

● 臨時的な特別の事情がある場合でも年７２０時間以内、単月１００時間未満（休日労働を含

む）、複数月平均８０時間以内（休日労働を含む）

● 月４５時間を超えることができるのは年６か月まで

● 自動車運転業務、建設事業、医師、鹿児島県・沖縄県の砂糖製造業への適用は５年間猶

予され、２０２４年４月から

● 適用除外：新技術・新商品等の研究開発業務等

※残業時間が月１００時間を超えた場合は医師の面接指導義務化

残業時間の上限が罰則付き（６か月以下の懲役または３０万円以下の罰金）で法制化されたとい

うのは大きな改正ですが、月４５時間、年３６０時間というのは、従来から大臣告示により定められ

ていた上限時間数と変わらないため、もともと３６協定において１か月４５時間以内、年３６０時間以

内の時間を協定しているので、実務上それほど影響はないという企業も少なくないと思います。

影響があるとすれば、すでに特別条項付の３６協定（※臨時・特別の事情があり、大臣告示の限

度時間を超える時間を協定している場合）を締結している企業において、その協定時間が月１００

時間または年７２０時間を超えているようなケースです。もともと付き合い残業やダラダラ残業な

どの無駄な残業が多いような企業であれば、従業員の意識が変わるだけでも、それなりの残業時

間削減効果が期待できるかもしれませんが、月１００時間または年７２０時間を超える特別条項付３６協

定を締結しているような企業においては、残業時間を抑制するために、すでに何らかの手を打っ

ており、それでもなお、長時間労働が常態となっているというケースも多いと思います。業務効

率化を推進するための抜本的な業務の改善・改革を実行せずに労働時間の削減だけを強要してし

まうと、従業員を追い詰め、仕事の持ち帰りや虚偽の退勤申告などを助長し、結果的に企業を疲

弊させることになります。
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― ２６ ―ほくよう調査レポート ２０１９年１０月号

改正法においては、臨時的な特別の事情がある場合について、月１００時間未満の特別条項付３６

協定の締結を認めていますが、一方で「複数月を平均して８０時間以内（休日労働を含む）」とい

う点に注意が必要です。

これは、連続する複数の月（２か月間～６か月間）のどこを抜き出しても１か月平均８０時間以

内としなければならないということですので、仮に９９時間の残業をさせてしまった月があれば、

その前後の月は絶対に残業時間を６１時間以内に抑えられていなければなりません。突発的に残業

が長時間になりうる事業所においては、残業時間管理が煩雑になることも考慮すると、残業時間

は休日残業を含めて月８０時間が事実上の限度であるとして運用すべきであると考えます。

自動車運転業務、建設事業、医師、鹿児島県・沖縄県の砂糖製造業など、特定の業種や職種に

おいては、残業時間の適用は５年間猶予され、２０２４年４月からとされています。しかし、残業時

間の上限が法制化された背景には、長時間労働による脳・心臓疾患等の健康被害のリスクを回避

するという目的がありますが、適用を猶予されている業種や職種の労働者が長時間労働をしても

健康に影響がないということなどはありえません。“５年後に検討すれば良い”ということではな

く、“５年間しか猶予がない”という意識で早急に対策を講じる必要があります。

また、今回の残業時間の上限規制に関する法改正に伴い、３６協定の様式も変更になっていま

す。

改正法の施行日は、大企業が２０１９年４月１日、中小企業が２０２０年４月１日となっていますが、

施行日をまたぐ期間の３６協定が締結されている場合、協定期間が満了するまでの間は既存の３６協

定が有効です。施行日以降に新たに定める協定から改正法の制限を受け、新様式で届出する必要

があります。

３ 年次有給休暇の確実な取得【２０１９年４月から】

● １０日以上の年次有給休暇が付与される全ての労働者に対し、毎年５日以上、時季を指定

して年次有給休暇を取得させなければならない。

● 労働者ごとに「年次有給休暇管理簿」を作成し、３年間保存しなければならない。

● 年次有給休暇の時季指定を実施する場合は、以下の事項を就業規則に記載しなければな

らない。

・対象となる労働者の範囲

・時季指定の方法

年次有給休暇（以下、「年休」という）の取得が、初めて罰則付きで義務化されたというイン

パクトから、施行前から経営者の方々の関心が非常に高かった法改正です。

例えば、年休とは別に有給の「リフレッシュ休暇」や「病気休暇」等の福利厚生が充実してい

る企業であれば、実態として年休を取得しなくても十分な休暇が確保できているという従業員も

いるでしょう。また、予定外の育児や介護のための休暇に備え、年休をできるだけ使わずに残し
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― ２７ ― ほくよう調査レポート ２０１９年１０月号

≪図２ 「年次有給休暇管理簿」作成例≫

ておきたいと考えている従業員もいるものです。こうした従業員に対しても、例外なく年５日以

上の年休を取得させなければならないということからも、取得率の引き上げを強力に推進してい

こうという行政の強い意思を感じます。

年休の取得義務は、２０１９年４月１日以降に到来する付与日から１年以内ですので、早ければ

２０２０年３月３１日までに５日以上の年休を取得させなければならない従業員が存在することになり

ます。従業員が自分の意思で年５日以上の年休を取得しているのであれば、使用者も義務を果た

したことになります。しかし、従業員が自ら年休を取得せず、年５日に満たなかった場合は、使

用者が３０万円以下の罰金を科されることになります。罰金は１事案（１人）に対して科されます

ので、その人数が多ければ罰金の額も多くなります。

使用者には「年次有給休暇管理簿」の作成・保存が義務づけられますが、いずれにしても年５

日の取得義務を果たせないことがないように、従業員ごとに年休の取得状況を把握しておかなけ

ればならないため、何らかの管理帳票は作成することになるはずです。

ここでいう「年次有給休暇管理簿」においては、①基準日（年休の付与年月日）、②基準日か

ら１年間の間に年休を取得した日数、③年休を取得した日付、が明示されている必要がありま

す。基準日が従業員ごとに異なるような場合には、従業員ごとに管理簿を調製した方が管理しや

すいと思います。
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― ２８ ―ほくよう調査レポート ２０１９年１０月号

４ フレックスタイム制の拡充【２０１９年４月から】

● 清算期間の上限が「１か月」から「３か月」へ延長

● １か月を超える清算期間とした場合でも、１か月毎の労働時間の平均が週５０時間を超え

た場合は、超えた時間が割増賃金の対象となる時間外労働となる

● １か月を超える清算期間としたときは、労使協定の届出が必要

フレックスタイム制とは、一定の期間（清算期間）についてあらかじめ定めた総労働時間の範

囲内で、労働者が自ら日々の始業・終業時刻及び労働時間を決めることができる制度です。

従来、１か月毎に清算しなければならなかったフレックスタイム制ですが、清算期間を最長３

か月まで延長することができるようになり、よりフレキシブルな働き方ができるようになりまし

た。

ただし、過重労働防止の観点から、特定月に偏った長時間労働を認めるという制度ではなく、

１か月単位の労働時間が週平均５０時間を超えたときは、超えた時間は時間外労働として、割増賃

金の支払いが必要になります。

また、清算期間が１か月以内の場合は労使協定の届出義務はありませんが（※締結義務はあり

ます。）、１か月を超える場合は、労使協定を所轄労働基準監督署へ届出する必要があります。

５ 勤務間インターバル制度の普及促進【２０１９年４月から】

● 勤務間インターバルの仕組みを導入するように努めなければならない。

勤務間インターバル制度とは、勤務終了後、翌日の始業時刻までの間に一定時間以上の休息時

間（インターバル時間）を確保する仕組みをいいます。

勤務間インターバル制度を導入することにより、従業員がその生活時間や睡眠時間を確保し、

健康の保持や仕事と生活の調和を図ることが期待できるため、本制度の導入が使用者の努力義務

とされました。

特に十分な睡眠時間が確保できていなければ、健康に悪影響を与えることはもちろん、仕事の

パフォーマンスを低下させ、また、思わぬ事故にも繋がりかねませんので、努力義務とはいえ残

業が深夜時間帯まで続くことが常態となっている企業においては、検討の余地は大いにありそう

です。

具体例として、始業時刻が８時、終業時刻が１７時の事業所において、インターバル時間を１１時

間とした場合の例を（図３）に示します。

４時間残業した日は、勤務終了時刻が２１時になりますが、翌日の始業時刻である８時までの時
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≪図３ 勤務間インターバル制度のイメージ≫「労働時間法制の見直しについて」（厚生労働省）

高度プロフェッショナル制度【２０１９年４月から】

高度な専門的知識を必要とする対象業務に従事する労働者で、年収や健康確保措置等の一定
の要件を満たす場合には、労働時間、休憩、休日及び深夜の割増賃金に関する規定は適用除外
となります。

間が１１時間確保されているため、通常どおりの始業とします。

残業時間が６時間であった日は、勤務終了時刻が２３時となり、この場合、翌日の始業時刻であ

る８時までは９時間しかありません。そのため１１時間のインターバル時間を確保するため、翌日

の始業時刻を２時間繰り下げて１０時とします。このとき、終業時刻も２時間分繰り下げても、８

時から１０時までの２時間分を賃金控除の対象となる時間として取り扱っても、制度として規定さ

れているのであれば差し支えありませんが、実際に勤務間インターバル制度を導入している企業

においては、繰り下げた時間分は“勤務したものとして取り扱う”ケースも多いようです。

インターバル時間の設定に関する制限はありませんが、業務の内容や勤務実態、通勤時間等を

考慮して実効性のある時間設定が求められます。なお、『時間外労働等改善助成金（勤務間イン

ターバルコース）』の対象となるインターバル時間が「９時間以上」とされていることから、導

入を検討するのであれば少なくとも９時間を最低ラインとするような制度にすべきであると考え

ます。

重大なクレームや突発的なトラブルがあった場合などを適用除外とするような制度にすること

も可能ですが、適用除外が頻発するような制度であれば実効性に欠けるものになってしまい、望

ましくありません。

６ その他の労働時間制に関する法改正
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産業医・産業保健機能の強化【２０１９年４月から】

・使用者は、長時間労働や業務の状況など、産業医が労働者の健康管理を適切に行うために必
要な情報を提供しなければなりません。
・使用者は、産業医から受けた勧告の内容を衛生委員会に報告しなければなりません。
・使用者は、産業医等が労働者からの健康相談に応じるための体制整備に努めなければなりま
せん。

労働時間の客観的な把握【２０１９年４月から】

使用者は、月８０時間を超える残業を行った労働者から申し出があった場合は、医師による面
接指導を実施する義務があります。そのため、タイムカードによる記録やパソコンの使用時間
の記録等の客観的な方法その他の適切な方法により、労働者の労働時間の状況を把握すること
が義務づけられました。
事業場外みなし労働時間制の適用者や裁量労働制の適用者、管理監督者等を含む全ての労働
者が対象となります。

残業の割増賃金率の引上げ【中小企業：２０２３年４月から】

大企業においては、月６０時間を超える残業時間に対する割増率がすでに５０％になっています
が、中小企業の場合は適用を猶予されています。２０２３年４月よりこの適用猶予措置が廃止され
ます。

不合理な待遇差の解消【大企業：２０２０年４月から 中小企業：２０２１年４月から】

非正規雇用労働者（パートタイム労働者、有期雇用労働者、派遣労働者）と正規雇用労働者
の間の不合理な待遇差が禁止されます。正規雇用労働者と職務内容や人事異動の範囲などが同
一である場合は同じ待遇（均等待遇）を、違う場合は、その違いに応じた待遇（均衡待遇）を
確保しなければなりません。また、派遣労働者は、派遣先の正規雇用労働者との均等・均衡待
遇、または、労使協定により同種の業務に従事する一般労働者の平均的な賃金の額と同等以上
の待遇を確保する必要があります。

待遇に関する説明義務の強化【大企業：２０２０年４月から 中小企業：２０２１年４月から】

非正規雇用労働者の求めに応じて、正規雇用労働者との待遇差の内容・理由等を説明するこ
とが義務化されます。

行政指導や裁判外紛争解決手続（行政ADR）の規定の整備

【大企業：２０２０年４月から 中小企業：２０２１年４月から】

都道府県労働局による行政指導の規定が整備されるとともに、無料・非公開の裁判外紛争解
決手続（行政ADR）が利用できます。

７ 雇用形態にかかわらない公正な待遇の確保に関する法改正（参考）
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おわりに

中小企業においては、２０２０年４月に時間外労働の上限規制の適用を控える一方で、年休も取得

させなければならず、昨今の人手不足傾向も相まって非常に悩ましい状況であることが伺えま

す。「大企業の働き方改革は下請けいじめ」とも揶揄されるように、大企業が自社の長時間労働を

解消するために下請会社や外注先に仕事を押し付けるということが起これば、立場の弱い中小企

業がさらに窮地に追い込まれることは想像に難くありません。

しかし、他社が「働き方改革」により、長時間労働を解消し年休の取得促進に舵を切っている

中で、自社の改善は無理だと諦めてしまえば、従業員の流出を誘発し、残った従業員はより過重

な労働を強いられるという負のスパイラルに陥ることになります。

「思い切って土曜日の稼働をやめてみたところ、従業員が平日に集中して業務に取り組むよう

になった」とか「営業時間を２時間短縮してみたら、いつも遅い時間に注文してきていたお客様

が早い時間に注文してくれるようになった」などのように、時間短縮による悪影響は想像してい

たほどではなかったというような話も多々お聞きします。法律で厳しく制限されているからこ

そ、取引先も多少の不便にも理解を示してくれるという側面も否定できません。長時間労働を解

消できずにいる企業においては、まずは経営者自身が固定観念を取り除くことから始めてみる必

要がありそうです。人手不足に陥ってやむを得ず営業時間を短縮するのか、まだ人員に余力があ

るうちに営業時間を短縮して活力ある職場づくりを目指すのか、答えは自ずと出てくると思いま

す。

今回の法改正を前向きに捉え、全ての従業員が安心して長い期間働くことができる職場づくり

のきっかけとして、改革を断行できる企業だけが困難を乗り越えられるのです。
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経済コラム 北斗星

デジタル通貨「リブラ」と決済システムの行方
我が国におけるキャッシュレス決済の比率は、他国に比べるとかなり低いと言われてい

る。例えば経済産業省の調査によれば、２０１５年時点で、日本のキャッシュレス決済比率は

１９％（アメリカ同４５％、中国同６０％、韓国同８９％）と低水準だ。このため、政府は２０１７年の

「未来投資戦略」で、我が国のキャッシュレス決済比率を２０２７年までに４０％まで引き上げる

との目標を掲げている。私自身の財布には何種類かのクレジットカード、スイカ、書店など

のポイントカード等が入っている。極力カード支払いをするようにしており、私自身の

キャッシュレス決済比率は、軽く５０％を超えていると思うが、懇親会の飲食代（とくに割り

勘）や個人間の支払などには「現金」決済が欠かせないので、まだまだ「現金」は手放せな

い。そして、肝心のスマートフォンを利用しての決済については、安全性への懸念や手続き

が面倒に感じられて現状全く行っていない。

ところで、近年、各種の電子マネーやビットコインなどの暗号資産の利用が話題になる中

で、最近、米フェイスブック（FB）が発行を計画する暗号資産（仮想通貨）「リブラ」が各

方面の関心を集めている。紙数の関係でリブラの仕組みを詳述することは出来ないが、リブ

ラの基本的な仕組みは、利用者がリブラをドルや円などの法定通貨で購入し、FBの子会社

「カリブラ」などが提供するスマホのアプリで送金をしたり、ネットを利用しての買い物の

代金決済を行ったりするものである。リブラの管理は、スイスに設立される「リブラ協会」

（１，０００万ドル以上を拠出する投資家により構成される）が行う。リブラを発行して得られる

資金は、資産管理会社等を通じて各国の法定通貨や国債等に運用され、リブラの裏付け資産

とする（「協会」加盟の投資家は、この運用益から配当を受けることが可能）。リブラは利用

者の請求により、元のドルや円などによる払い戻し（通貨との交換）も出来ることとされて

いる。

FBによれば、リブラのメリットとして、①最終決済の基盤として銀行預金に依存しない

こと、②インターネットとスマートフォンを利用して、安価で外国送金などが迅速に行える

こと、③裏付け資産を持つことにより、リブラの価格変動を抑え、投機資金の流入を防ぐこ

とが出来ること、など諸点が挙げられている。確かにFBは世界で２７億人の利用者が存在す

ると言われており、こうした決済システムが出来れば、グローバルかつオープンで、しかも

インスタントな決済システムが創設されることになる。

しかし、一方で、①既存の仮想通貨でシステムアタックによる資産流失が発生したことに

鑑み、システムの安定性は本当に確保されるのか、②裏付け資産の為替変動リスクは残る、

③マネーロンダリング等に悪用されないか、④リブラ決済が盛行を見れば、現行の銀行預金

の縮小により、中央銀行の金融政策の遂行に大きな支障が出るのではないか等の問題点も指

摘されている。とくに最後の金融政策に関する問題は、今後じっくり検討を要するであろ

う。便利さの追求と制度の安定性は二律背反の側面がある。便利さの追求に偏った議論に対

しては、慎重であらねばならない。

（令和元年９月６日 北洋銀行顧問 横内 龍三）
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年度 r ９９．７ △２．４ r ９９．８ △０．８ r ９９．７ △０．９ r ９９．６ △１．０ r ９２．６ △４．７ r ９５．２ ０．２
２０１６年度 r ９９．８ ０．１ r１００．６ ０．８ r ９９．４ △０．３ r１００．２ ０．６ r ９２．３ △０．３ r ９３．９ △１．４
２０１７年度 r１００．３ ０．５ r１０３．５ ２．９ r１０１．４ ２．０ r１０２．４ ２．２ r ９８．０ ６．２ r ９８．７ ５．１
２０１８年度 r ９８．０ △２．３ １０３．８ ０．３ r ９７．９ △３．５ １０２．６ ０．２ r１０１．２ ３．３ ９８．９ ０．２

２０１８年４～６月 r１００．０ ０．７ １０４．３ ０．８ r１００．４ ０．０ １０３．６ １．４ r１０２．９ ０．１ １０１．６ △１．９
７～９月 r ９５．８ △４．２ １０３．６ △０．７ r ９６．８ △３．６ １０２．４ △１．２ r１０２．１ △０．８ １０２．０ ０．４
１０～１２月 r ９９．０ ３．３ １０５．０ １．４ r ９８．８ ２．１ １０３．４ １．０ r１０５．２ ３．０ １０２．９ ０．９

２０１９年１～３月 r ９７．５ △１．５ １０２．４ △２．５ r ９６．４ △２．４ １０１．２ △２．１ r１０６．１ ０．９ １０３．８ ０．９
４～６月 r ９５．８ △１．７ １０３．０ ０．６ r ９５．４ △１．０ １０２．２ １．０ r１０５．７ △０．４ １０４．７ ０．９

２０１８年 ７月 r ９９．６ ０．０ １０３．８ ０．１ r１００．３ ２．８ １０２．１ △１．２ r１０１．７ △１．２ １０１．９ ０．３
８月 r ９８．４ △１．２ １０３．６ △０．２ r ９９．５ △０．８ １０３．０ ０．９ r１０２．５ ０．８ １０１．８ △０．１
９月 r ８９．５ △９．０ １０３．５ △０．１ r ９０．７ △８．８ １０２．１ △０．９ r１０２．１ △０．４ １０２．０ ０．２
１０月 r ９８．８ １０．４ １０５．６ ２．０ r ９８．７ ８．８ １０４．４ ２．３ r１０４．９ ２．７ １０１．５ △０．５
１１月 r ９８．９ ０．１ １０４．６ △０．９ r ９９．７ １．０ １０２．８ △１．５ r１０３．９ △１．０ １０１．６ ０．１
１２月 r ９９．３ ０．４ １０４．７ ０．１ r ９７．９ △１．８ １０３．１ ０．３ r１０５．２ １．３ １０２．９ １．３

２０１９年 １月 r ９６．７ △２．６ １０２．１ △２．５ r ９５．４ △２．６ １００．６ △２．４ r１０３．７ △１．４ １０２．０ △０．９
２月 r ９８．８ ２．２ １０２．８ ０．７ r ９８．２ ２．９ １０２．２ １．６ r１０４．１ ０．４ １０２．４ ０．４
３月 r ９７．０ △１．８ １０２．２ △０．６ r ９５．７ △２．５ １００．９ △１．３ r１０６．１ １．９ １０３．８ １．４
４月 r ９５．６ △１．４ １０２．８ ０．６ r ９５．０ △０．７ １０２．７ １．８ r１０３．１ △２．８ １０３．８ ０．０
５月 r ９７．２ １．７ １０４．９ ２．０ r ９６．３ １．４ １０４．０ １．３ r１０４．５ １．４ １０４．３ ０．５
６月 r ９４．６ △２．７ １０１．４ △３．３ r ９５．０ △１．３ ９９．８ △４．０ r１０５．７ １．１ １０４．７ ０．４
７月 p９３．１ △１．６ １０２．７ １．３ p９３．３ △１．８ １０２．５ ２．７ p１０７．３ １．５ １０４．５ △０．２

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１５年度 ９６１，５５４ ３．３ １９９，４００ ２．７ ２１０，１９０ ０．３ ６７，９２３ １．３ ７５１，３６５ ４．０ １３１，４７７ ３．３
２０１６年度 ９５３，９０７ ０．４ １９５，２６０△１．１ ２０２，８４９ △３．５ ６５，６０７ △３．４ ７５１，０５８ １．６ １２９，６５３ ０．０
２０１７年度 ９６２，１２１ ０．９ １９６，２５２ ０．５ ２０１，２９１ △０．８ ６５，３５４ △０．４ ７６０，８３０ １．３ １３０，８９８ １．０
２０１８年度 ９６５，８６８ ０．４ １９５，４８３△０．４ ２００，４５９ △０．４ ６３，９６４ △２．１ ７６５，４０９ ０．６ １３１，５１８ ０．５

２０１８年４～６月 ２３１，２１５ ０．７ ４７，２６０ ０．２ ４５，９７９ ２．２ １５，２８０ ０．１ １８５，２３６ ０．４ ３１，９７９ ０．３
７～９月 ２３５，９３８ ０．９ ４７，８８８ ０．２ ４５，８６０ △４．１ １４，７３３ △４．０ １９０，０７８ ２．１ ３３，１５５ ２．２
１０～１２月 ２６１，４４９ ０．０ ５３，１２４△０．７ ５７，５０７ ０．５ １８，３５３ △１．８ ２０３，９４２ △０．２ ３４，７７１ △０．２

２０１９年１～３月 ２３７，２６６ ０．１ ４７，２１１△１．２ ５１，１１３ △０．３ １５，５９９ △２．９ １８６，１５３ ０．２ ３１，６１３ △０．３
４～６月 ２３２，０４７ ０．４ ４６，９６２△０．６ ４５，０３７ △２．０ １４，９５８ △２．１ １８７，０１０ １．０ ３２，００４ ０．１

２０１８年 ７月 ８１，２４１△０．４ １７，００２△１．０ １６，７７８ △３．６ ５，６１７ △６．５ ６４，４６３ ０．５ １１，３８４ １．９
８月 ８０，１１４ １．４ １５，７５１ ０．６ １５，２９８ １．２ ４，５１５ △０．８ ６４，８１６ １．５ １１，２３６ １．２
９月 ７４，５８４ １．６ １５，１３５ １．１ １３，７８４ △９．９ ４，６００ △３．８ ６０，７９９ ４．６ １０，５３５ ３．４
１０月 ７７，１０５△１．２ １５，８６２△０．２ １６，２４２ △１．７ ５，１５９ △０．１ ６０，８６３ △１．０ １０，７０３ △０．２
１１月 ７９，９７６ ０．６ １６，４３７△１．７ １７，６２６ ３．４ ５，７８９ △２．３ ６２，３５０ △０．１ １０，６４８ △１．３
１２月 １０４，３６８ ０．３ ２０，８２５△０．５ ２３，６３９ ０．０ ７，４０５ △２．５ ８０，７２９ ０．４ １３，４２０ ０．７

２０１９年 １月 ８１，５０５△０．５ １６，３２２△３．０ １８，０７９ ０．９ ５，３８０ △４．９ ６３，４２６ △０．９ １０，９４１ △２．０
２月 ７４，１９８ ０．６ １４，３４５△１．５ １５，５５６ △０．６ ４，６００ △２．２ ５８，６４２ ０．９ ９，７４６ △１．２
３月 ８１，５６３ ０．２ １６，５４４ １．０ １７，４７８ △１．３ ５，６１９ △１．６ ６４，０８５ ０．６ １０，９２６ ２．４
４月 ７６，５２５△０．７ １５，３５４△１．４ １４，６２４ △３．２ ４，８９４ △２．２ ６１，９０１ △０．１ １０，４６０ △０．９
５月 ７７，３０９ ０．６ １５，６３１△０．２ １４，９４０ △０．７ ４，８４９ △１．９ ６２，３７０ ０．９ １０，７８３ ０．６
６月 ７８，２１３ １．１ １５，９７７△０．３ １５，４７３ △２．２ ５，２１６ △２．２ ６２，７３９ ２．０ １０，７６１ ０．６
７月 ７８，６３０△３．２ １６，２４２△４．５ １５，９０９ △５．２ ５，４１２ △３．７ ６２，７２２ △２．７ １０，８３０ △４．９

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ３３ ― ほくよう調査レポート ２０１９年１０月号

ｏ．２７９（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３３～０３７　主要経済指標  2019.09.17 14.21.38  Page 33 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１５年度 １３６，８１６ ５．２ ４２，２８８ １．２ ２２９，８２０ ９．３ ５４，７７６ ９．２ １３１，５８９ ２．４ ３３，１５９ ２．０
２０１６年度 １３６，９７８ ０．１ ４１，９８４△０．７ ２４２，７１４ ５．６ ５７，７２９ ５．３ １２９，４９２ △１．６ ３３，０４０ △０．４
２０１７年度 １４１，３７７ ３．２ ４３，３４８ ３．３ ２５５，３３１ ５．３ ６１，５０３ ６．４ １３０，２８９ ０．６ ３２，９０８ △０．４
２０１８年度 １４４，９８４ ２．６ ４４，１６４ ２．１ ２６５，８６７ ４．３ ６４，４０１ ５．３ １３３，９７７ ２．８ ３２，７３４ △０．５

２０１８年４～６月 ３１，９１９ ２．９ １０，０７０ ２．９ ６４，８５８ ５．２ １５，９５４ ６．１ ３６，９５０ ０．６ ８，６０９ △２．０
７～９月 ３６，２９２ ０．９ １１，３９７ ０．９ ６７，７１１ ３．３ １６，２４９ ５．５ ３４，６３４ ４．７ ８，２５９ ０．８
１０～１２月 ３８，６２７ ３．０ １１，５１４ ２．２ ６５，９３７ ３．３ １６，３５９ ４．８ ３７，０２９ ４．４ ８，７７３ ０．６

２０１９年１～３月 ３８，１４６ ３．４ １１，１８４ ２．３ ６７，３６１ ５．４ １５，８４０ ５．０ ２５，３６４ １．３ ７，０９２ △１．７
４～６月 ３３，２６９ ４．２ １０，５５９ ４．９ ６８，３９５ ５．５ １６，７４８ ５．０ ３７，６４２ １．９ ８，５９５ △０．２

２０１８年 ７月 １２，８９５△９．１ ４，５１６△１．５ ２２，３３１ ０．７ ５，６７０ ６．２ １１，６３３ △３．３ ２，９３１ ０．７
８月 １１，３９６ ３．１ ３，４９９△１．７ ２３，１６２ ４．０ ５，４３６ ５．４ １１，２３４ △０．１ ２，７３７ △１．４
９月 １２，００１ １２．０ ３，３８１ ７．３ ２２，２１８ ５．３ ５，１４３ ４．８ １１，７６７ ２０．２ ２，５９０ ３．３
１０月 １０，８３５ １．８ ３，０９９ ０．０ ２１，６２４ ２．７ ５，３２１ ６．３ １１，５３２ ５．０ ２，７４４ ５．６
１１月 １１，４９２ ０．４ ３，３７１△１．７ ２１，６９９ ３．５ ５，１９９ ４．４ １１，６７８ ５．７ ２，６８５ △２．４
１２月 １６，３００ ５．８ ５，０４４ ６．５ ２２，６１４ ３．８ ５，８３９ ３．９ １３，８１９ ２．９ ３，３４５ △０．８

２０１９年 １月 １３，０５９ ０．８ ３，８４９ ０．２ ２４，０５６ ６．２ ５，２５８ ４．９ ８，２８０ ０．２ ２，３６３ △２．０
２月 １０，２１５ ２．７ ３，０７４ ０．３ ２２，４８２ ５．１ ５，０１０ ４．４ ７，５１４ ３．０ ２，１３９ △１．４
３月 １４，８７２ ６．２ ４，２６１ ５．９ ２０，８２３ ４．９ ５，５７１ ５．７ ９，５７０ ０．９ ２，５９０ △１．５
４月 １０，６８７△１．０ ３，３５４ ０．６ ２２，４４０ ４．５ ５，４７８ ３．３ １２，１７３ △１．０ ２，８７０ △３．５
５月 １０，９５２ ６．１ ３，４６６ ７．０ ２２，３７９ ６．３ ５，６１７ ６．１ １３，８１６ ４．４ ３，０４０ ３．０
６月 １１，６３０ ７．７ ３，７３８ ６．９ ２３，５７６ ５．６ ５，６５４ ５．５ １１，６５３ ２．０ ２，６８５ ０．０
７月 １２，３４５△４．３ ４，０３７△１０．６ ２３，２６２ ４．２ ５，７７３ １．８ １１，３７１ △２．３ ２，７２４ △７．１

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は２０１４年１月から調査を実施。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１５年度 ５４４，９６９ ３．１ １１１，２７９ ５．５ ２５５，０５８ △１．７ ２８５，５８８ △０．９ １２，８２３ ４．２ １，２４３ ３３．７
２０１６年度 ５５５，１０４ １．９ １１５，１８３ ３．４ ２６０，４０３ ２．１ ２８１，０３８ △１．６ １３，５０１ ５．３ １，３９４ １２．１
２０１７年度 ５６５，７３１ １．９ １１８，０１９ ２．３ ２６４，４３３ １．５ ２８４，５８７ １．３ １３，７７７ ２．０ １，７３６ ２４．５
２０１８年度 ５７３，４０８ １．４ １２０，５０５ ２．１ ２５５，２１０ △３．５ ２８９，００７ １．６ １３，５４６ △１．７ １，８８４ ８．５

２０１８年４～６月 １４１，０５７ １．９ ２９，６７８ １．６ ２４５，８３９ △２．３ ２８１，１２９ △０．５ ３，３１６ ０．５ ４０３ ２４．８
７～９月 １５３，４８９ １．５ ３１，８６７ ２．６ ２４５，１８８ △３．４ ２８２，３８０ ２．３ ３，８５０ △７．２ ４６８ ２．０
１０～１２月 １４３，９４３ ０．３ ３０，２６８ １．６ ２７０，２５８ △５．７ ３００，２３６ ２．１ ３，２５１ △０．９ ４４７ １．１

２０１９年１～３月 １３４，９１９ １．８ ２８，６９２ ２．６ ２５９，５５６ △２．３ ２９２，２８４ ２．４ ３，１３０ ２．７ ５６６ １０．６
４～６月 １４４，５２５ ２．５ ３０，３５２ ２．３ ２７３，６０１ １１．３ ２９２，９７３ ４．２ ３，４４３ ３．８ ４４２ ９．７

２０１８年 ７月 ５２，６４４△０．３ １０，９００ １．３ ２４７，４３２ １．９ ２８３，３８７ １．５ １，３００ △１．０ r １９８ １１．４
８月 ５１，９３９ １．９ １０，７４５ ２．２ ２５２，４３６ △８．４ ２９２，４８１ ４．３ １，５３３ ０．２ r １７９ １１．０
９月 ４８，９０６ ３．１ １０，２２２ ４．５ ２３５，６９７ △２．９ ２７１，２７３ ０．９ １，０１７ △２２．１ r ９１ △２４．０
１０月 ４７，０７７△２．３ ９，９８６ ０．０ ２５７，７７８ △１４．６ ２９０，３９６ ２．７ １，１３２ △７．３ r １２１ △１２．３
１１月 ４６，１５８ １．８ ９，７１６ ２．０ ２６４，７６７ ０．６ ２８１，０４１ １．３ １，０５３ １．３ r １１５ △５．５
１２月 ５０，７０８ １．４ １０，５６６ ２．８ ２８８，２２９ △２．３ ３２９，２７１ ２．２ １，０６６ ４．５ r ２１１ １５．５

２０１９年 １月 ４５，４４４ ２．１ ９，５６４ ２．６ ２５４，３４２ △６．８ ２９６，３４５ ２．３ １，００４ ４．６ r ２１２ １５．０
２月 ４２，７２１ ２．６ ９，００３ ３．８ ２５０，５７２ ６．１ ２７１，２３２ ２．１ ９９６ △０．２ r ２０４ １０．６
３月 ４６，７５４ ０．７ １０，１２６ １．６ ２７３，７５５ △５．０ ３０９，２７４ ２．７ １，１２９ ３．６ r １５０ ４．８
４月 ４６，６１５ ２．８ ９，９７７ ２．６ ２７９，７４４ １３．３ ３０１，１３６ ２．３ １，０３７ ４．７ r １２７ ６．５
５月 ４９，１５５ ３．５ １０，２５８ ２．８ ２７０，８１９ ６．５ ３００，９０１ ７．０ １，１９６ ７．１ r １４９ １０．４
６月 ４８，７５５ １．１ １０，１１６ １．４ ２７０，２４１ １４．４ ２７６，８８２ ３．５ １，２１０ ０．２ r １６６ １１．５
７月 ５２，６９７ ０．１ １０，７６０△１．３ ２５３，１６７ ２．３ ２８８，０２６ １．６ １，２９９ △０．１ p ２０１ １．９

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ３４ ―ほくよう調査レポート ２０１９年１０月号
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年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０１５年度 ３４，３２９ ６．５ ９，２０５ ４．６ １，７６２ △０．４ ４４，０９８ △２．０ １０１，８３８ ４．１
２０１６年度 ３７，５１５ ９．３ ９，７４１ ５．８ １，８０９ ２．７ ４５，２９９ ２．７ １０２，３１４ ０．５
２０１７年度 ３７，０６２ △１．２ ９，４６４ △２．８ １，９８３ ９．６ ４７，２９３ ４．４ １０１，４８０ △０．８
２０１８年度 ３５，７６１ △３．５ ９，５２９ ０．７ １，８６８ △５．８ ４６，０３７ △２．７ １０４，３６４ ２．８

２０１８年４～６月 １０，５６４ △５．７ ２，４５０ △２．０ ５６２ △１４．４ １２，１４６ △２．０ ２５，５７７ ８．０
７～９月 １０，１１７ △４．１ ２，４６４ △０．２ ５２８ △２２．３ １２，１８５ △０．４ ２６，７０９ ４．８
１０～１２月 ９，６１０ △１．０ ２，４５９ ０．６ ４８２ １４．６ １１，６４７ １．１ ２４，２１０ ２．０

２０１９年１～３月 ５，４７０ △２．３ ２，１５６ ５．２ ２９６ ３０．６ １０，０６０ △９．７ ２７，８６８ △２．５
４～６月 １０，１５５ △３．９ ２，３３５ △４．７ ５２４ △６．８ １１，７３０ △３．４ ２６，６２０ ４．１

２０１８年 ７月 ３，５４２ △１．５ ８２６ △０．７ １９７ △１０．３ ４，３２３ １３．２ ８，２２３ １３．９
８月 ３，４２２ ３．５ ８１９ １．６ １３４ △３８．９ ３，８３３ △７．６ ８，６３４ １２．６
９月 ３，１５３ △１３．７ ８１９ △１．５ １９７ △１８．１ ４，０２９ △５．７ ９，８５１ △７．０
１０月 ３，８４６ ５．３ ８３３ ０．３ １６７ △８．３ ４，０８０ ０．１ ７，７６２ ４．５
１１月 ３，１７９ △８．０ ８４２ △０．６ １４７ １１．２ ３，７０９ △８．８ ７，７４４ ０．８
１２月 ２，５８５ △０．６ ７８４ ２．１ １６９ ５７．７ ３，８５８ １４．１ ８，７０５ ０．９

２０１９年 １月 １，４６６ ３．９ ６７１ １．１ ９４ ４２．９ ３，６２２ １．８ ６，６９４ △２．９
２月 １，５６１ １３．７ ７２０ ４．２ ９３ ６５．７ ３，４７２ △１１．８ ７，５２１ △５．５
３月 ２，４４３ △１３．２ ７６６ １０．０ １０８ ４．０ ２，９６６ △１８．６ １３，６５３ △０．７
４月 ３，３１１ △１６．５ ７９４ △５．７ ２２５ １１．５ ３，９４０ △４．２ ８，９０６ ２．５
５月 ２，９７９ △９．２ ７２６ △８．７ １３３ △３５．３ ３，６３３ △５．１ ７，６２３ △３．７
６月 ３，８６５ １６．５ ８１５ ０．３ １６６ ７．４ ４，１５７ △１．１ １０，０９１ １２．５
７月 ３，４４３ △２．８ ７９２ △４．１ ２７４ ３９．０ ４，４１６ ２．２ ８，２５１ ０．３

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０１５年度 １６８，７０８ △６．０ ５５，１６１ ８．３ ５９，３９０ △１．６ ５４，１５７ △２０．５ ４，１１５，４３６ △７．６
２０１６年度 １７６，０１８ ４．３ ６０，８９９ １０．４ ６２，４７４ ５．２ ５２，６４５ △２．８ ４，２４３，３９３ ３．１
２０１７年度 １８３，７７０ ４．４ ６２，８０７ ３．１ ６３，４４３ １．６ ５７，５２０ ９．３ ４，３４９，７７８ ２．５
２０１８年度 １７８，５３３ △２．８ ６１，２０８ △２．５ ６０，８４１ △４．１ ５６，４８４ △１．８ ４，３６３，６０８ ０．３

２０１８年４～６月 ４６，５１２ △５．５ １４，６８５ △１１．６ １７，５７１ △４．８ １４，２５６ ０．８ ９８８，１１４ △１．８
７～９月 ４５，４６８ △２．５ １５，４９８ ３．２ １５，７３５ △７．６ １４，２３５ △２．５ １，０７５，２８４ ０．９
１０～１２月 ３７，３９１ ０．３ １３，１４６ ７．２ １２，３４８ △３．１ １１，８９７ △３．０ １，０２３，８５１ ５．１

２０１９年１～３月 ４９，１６２ △３．０ １７，８７９ △５．５ １５，１８７ △０．２ １６，０９６ △２．６ １，２７６，３５９ △２．１
４～６月 ４７，０８３ １．２ １５，９６３ ８．７ １６，８３８ △４．２ １４，２８２ ０．２ １，００９，３４３ ２．１

２０１８年 ７月 １７，１６４ ２．８ ５，６８６ ６．６ ６，４９７ ０．７ ４，９８１ １．４ ３６８，８８７ ３．３
８月 １２，７４０ △４．０ ４，３８８ ４．９ ４，３９８ △１４．６ ３，９５４ ０．４ ３０２，３４０ ４．０
９月 １５，５６４ △６．６ ５，４２４ △１．４ ４，８４０ △１０．８ ５，３００ △７．７ ４０４，０５７ △３．３
１０月 １３，６８２ ９．６ ４，５８４ １４．０ ４，５１６ ６．４ ４，５８２ ８．７ ３４６，８７４ １１．６
１１月 １２，８２３ △２．８ ４，７３３ １５．４ ４，３０４ △７．２ ３，７８６ △１５．１ ３５７，３０７ ７．４
１２月 １０，８８６ △６．０ ３，８２９ △７．５ ３，５２８ △８．７ ３，５２９ △１．６ ３１９，６７０ △３．２

２０１９年 １月 １１，３１５ △３．３ ３，８５６ ０．３ ３，５２０ △３．５ ３，９３９ △６．６ ３４２，４７７ ０．９
２月 １３，８７７ １．６ ４，９３３ ２．３ ４，１５５ ０．１ ４，７８９ ２．１ ４０１，３７６ △０．１
３月 ２３，９７０ △５．３ ９，０９０ △１１．４ ７，５１２ １．２ ７，３６８ △３．３ ５３２，５０６ △５．３
４月 １５，６５５ ８．７ ５，０３６ １５．６ ５，９３３ ６．９ ４，６８６ ４．３ ３１４，９５０ ３．３
５月 １４，４７４ ０．８ ４，８８３ ７．０ ４，７８６ △１０．１ ４，８０５ ７．６ ３２７，４１８ ６．４
６月 １６，９５４ △４．５ ６，０４４ ４．８ ６，１１９ △８．６ ４，７９１ △９．５ ３６６，９７５ △２．２
７月 １６，６１０ △３．２ ５，６２４ △１．１ ６，２９８ △３．１ ４，６８８ △５．９ ３７９，４２２ ２．９

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ３５ ― ほくよう調査レポート ２０１９年１０月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１５年度 ７７０，８１１ △１１．９ １３９，６７８ △３．８ ０．９６ １．１１ ３１，１８１ ４．２ ７６９，３８７ ４．１ ３．５ ３．３
２０１６年度 ８７７，６５３ １３．９ １４５，３９５ ４．１ １．０４ １．２５ ３１，９６６ ２．５ ８１１，１９０ ５．４ ３．６ ３．０
２０１７年度 ８８３，１１０ ０．６ １３９，０８１ △４．３ １．１１ １．３８ ３２，４３４ １．５ ８５３，６７１ ５．２ ３．２ ２．７
２０１８年度 ８５７，２６９ △２．９ １４０，６８０ １．１ １．１７ １．４６ ３２，９６９ １．６ ８６６，０５５ １．５ ２．９ ２．４

２０１８年４～６月 ４３６，７１４ △０．６ ４８，９７３ １．５ １．０８ １．３５ ３３，２８６ ２．９ ８５９，７７８ ４．１ ３．０ ２．５
７～９月 １９７，７３６ △１１．２ ３５，９４７ △４．３ １．１９ １．４６ ３２，６６３ △０．４ ８５３，５８７ ０．５ ２．８ ２．５
１０～１２月 ８８，２３２ △２．１ ２９，３５２ ３．６ １．２２ １．５３ ３１，５１８ ２．４ ８４９，８０７ １．１ ２．８ ２．４

２０１９年１～３月 １３４，５８５ ２．６ ２６，４０８ ５．９ １．１９ １．５３ ３４，４０９ １．６ ９０１，０４８ ０．２ ２．８ ２．４
４～６月 ４６８，０８５ ７．２ ５１，０１２ ４．２ １．１４ １．３７ ３３，６３６ １．１ ８４５，９３１ △１．６ ３．０ ２．４

２０１８年 ７月 ８８，５０９ △６．８ １２，５２０ △２．９ １．１６ １．４２ ３４，４６４ ６．６ ８５５，５１０ ４．３ ↑ ２．５
８月 ６６，７７８ △６．９ １１，２４１ △２．２ １．１８ １．４６ ３２，３７１ １．１ ８７２，７１０ ３．６ ２．８ ２．５
９月 ４２，４４８ △２４．１ １２，１８６ △７．６ １．２２ １．４８ ３１，１５３ △８．６ ８３２，５４１ △５．８ ↓ ２．４
１０月 ４５，９３７ △５．８ １２，８２３ ９．５ １．２１ １．４９ ３６，７４６ ６．７ ９４４，４３３ ５．０ ↑ ２．４
１１月 ２６，８０１ ５．５ ８，１８９ △５．２ １．２３ １．５２ ３１，２９２ ４．４ ８５１，１８９ ３．１ ２．８ ２．４
１２月 １５，４９３ △２．９ ８，３４０ ４．６ １．２２ １．５７ ２６，５１６ △４．７ ７５３，８００ △５．３ ↓ ２．３

２０１９年 １月 ９，２２７ △１７．０ ５，８５３ △４．１ １．２０ １．５６ ３４，５６４ １．７ ９３３，６４８ ３．２ ↑ ２．４
２月 １５，０８６ △１５．０ ７，３９０ ２０．４ １．１９ １．５４ ３４，２０６ ２．６ ９１８，８７４ ２．３ ２．８ ２．３
３月 １１０，２７１ ７．８ １３，１６５ ３．７ １．１９ １．５０ ３４，４５８ ０．６ ８５０，６２１ △５．０ ↓ ２．５
４月 １５７，３１６ △１．３ ２２，３２９ ２．５ １．１２ １．３８ ３５，９６３ ３．４ ８６８，８３３ ０．２ ↑ ２．６
５月 １７１，８５１ １０．９ １４，２０４ １０．５ １．１３ １．３５ ３２，６５１ △０．２ ８４１，３７６ △１．８ ３．０ ２．４
６月 １３８，９１７ １３．５ １４，４７９ １．０ １．１６ １．３７ ３２，２９３ △０．２ ８２７，５８５ △３．３ ↓ ２．３
７月 １３６，７１６ ５４．５ １６，０９１ ２８．５ １．２１ １．４１ ３６，０６４ ４．６ ８８６，５１５ ３．６ － ２．３

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２０１５年＝１００ 前 年 同
月比（％）２０１５年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１５年度 ９９．８ △０．５ １００．０ ０．０ ２６５ △８．９ ８，６８４ △９．０ １２０．１３ １６，７５９
２０１６年度 ９９．６ △０．２ ９９．７ △０．２ ２７９ ５．３ ８，３８１ △３．５ １０８．３７ １８，９０９
２０１７年度 １００．９ １．３ １００．４ ０．７ ２６３ △５．７ ８，３６７ △０．２ １１０．８０ ２１，４５４
２０１８年度 １０２．３ １．４ １０１．２ ０．８ ２２４ △１４．８ ８，１１１ △３．１ １１０．８８ ２１，２０６

２０１８年４～６月 １０２．０ １．６ １０１．０ ０．８ ６２ △１６．２ ２，１０７ △３．７ １０９．０５ ２２，３０５
７～９月 １０２．３ １．７ １０１．１ ０．９ ５３ △１０．２ ２，０１７ △０．７ １１１．４４ ２４，１２０
１０～１２月 １０２．８ １．６ １０１．５ ０．９ ５１ △２１．５ ２，０７０ △１．７ １１２．８７ ２０，０１５

２０１９年１～３月 １０２．１ ０．９ １０１．３ ０．８ ５８ △１０．８ １，９１７ △６．１ １１０．１７ ２１，２０６
４～６月 １０２．７ ０．７ １０１．７ ０．８ ６４ ３．２ ２，０７４ △１．６ １０９．８５ ２１，２７６

２０１８年 ７月 １０２．２ １．９ １００．９ ０．８ １８ △２１．７ ７０２ △１．７ １１１．３７ ２２，５５４
８月 １０２．２ １．６ １０１．２ ０．９ １８ １２．５ ６９４ ８．６ １１１．０６ ２２，８６５
９月 １０２．５ １．８ １０１．３ １．０ １７ △１５．０ ６２１ △８．５ １１１．８９ ２４，１２０
１０月 １０２．９ １．９ １０１．６ １．０ １５ △２５．０ ７３０ △０．４ １１２．７８ ２１，９２０
１１月 １０３．０ １．８ １０１．６ ０．９ １８ △３３．３ ７１８ ６．１ １１３．３７ ２２，３５１
１２月 １０２．６ １．１ １０１．４ ０．７ １８ ０．０ ６２２ △１０．６ １１２．４５ ２０，０１５

２０１９年 １月 １０２．０ １．０ １０１．２ ０．８ １６ △１５．８ ６６６ ４．９ １０８．９５ ２０，７７３
２月 １０２．１ ０．９ １０１．３ ０．７ １６ △１５．８ ５８９ △４．５ １１０．３６ ２１，３８５
３月 １０２．３ ０．８ １０１．５ ０．８ ２６ △３．７ ６６２ △１６．１ １１１．２１ ２１，２０６
４月 １０２．８ １．０ １０１．８ ０．９ １６ ０．０ ６４５ △０．８ １１１．６６ ２２，２５９
５月 １０２．８ ０．８ １０１．８ ０．８ ２３ △１４．８ ６９５ △９．４ １０９．８３ ２０，６０１
６月 １０２．６ ０．４ １０１．６ ０．６ ２５ ３１．６ ７３４ ６．４ １０８．０６ ２１，２７６
７月 １０２．６ ０．４ １０１．５ ０．６ １５ △１６．７ ８０２ １４．２ １０８．２２ ２１，５２２

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ３６ ―ほくよう調査レポート ２０１９年１０月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０１５年度 ４７７，１７４ １．８ ７４１，１５１ △０．７ r１，１３２，８３４ △１６．１ r ７５２，２０４ △１０．２
２０１６年度 ３７５，８１３ △２１．２ ７１５，２２２ △３．５ r ９８２，７０８ △１３．３ r ６７５，４８８ △１０．２
２０１７年度 ３８１，３３０ １．５ ７９２，２１２ １０．８ r１，２５３，６６５ ２７．６ r ７６８，１０５ １３．７
２０１８年度 ３８４，２５１ ０．８ ８０７，０９５ １．９ r１，４３２，３４０ １４．３ r ８２３，０４１ ７．２

２０１８年４～６月 １００，９８７ １０．６ ２０２，０３０ ７．５ r ３１８，２６０ １１．７ r １９４，３１６ ７．５
７～９月 ９９，４０９ ４．３ ２０１，５２６ ２．９ r ３４６，７４０ ２５．３ r ２０７，０３９ １２．４
１０～１２月 １０２，８６８ １．９ ２１１，９２４ １．３ r ４３４，２２２ ３５．６ r ２２４，４３５ １１．２

２０１９年１～３月 ８０，９８８ △１３．６ １９１，６１６ △３．９ r ３３３，１１８ △１０．４ r １９７，２５１ △２．０
４～６月 ７０，０１３ △３０．７ １９０，８０１ △５．６ r ３３０，３０５ ３．８ r １９４，０９２ △０．１

２０１８年 ７月 ３１，８５６ △１．２ ６７，４７９ ３．９ r １０１，４４１ １０．５ r ６９，７５３ １４．６
８月 ３９，０９０ １４．８ ６６，８７８ ６．５ r １５７，９０７ ６８．６ r ７１，３５９ １５．４
９月 ２８，４６３ △１．９ ６７，１６８ △１．４ r ８７，３９１ △４．３ r ６５，９２７ ７．１
１０月 ３５，２２４ １２．１ ７２，４３５ ８．２ r １１５，８５１ ２２．４ r ７６，９９７ ２０．０
１１月 ３７，２０２ １３．７ ６９，２７１ ０．１ r １３７，２０６ ３５．６ r ７６，６６２ １２．５
１２月 ３０，４４２ △１７．３ ７０，２１８ △３．９ r １８１，１６５ ４５．７ r ７０，７７５ １．９

２０１９年 １月 ２５，４５５ △１０．９ ５５，７４７ △８．４ r １２２，４２４ △７．７ r ６９，９２４ △０．６
２月 ２７，３２０ △１１．９ ６３，８４９ △１．２ r １１４，２０５ △０．６ r ６０，５３４ △６．５
３月 ２８，２１３ △１７．４ ７２，０２０ △２．４ r ９６，４８８ △２２．２ r ６６，７９３ １．２
４月 ２７，２６６ △３４．０ ６６，５８９ △２．４ r １３４，４９９ ２４．５ r ６６，０５４ ６．５
５月 １８，３１６ △３８．４ ５８，３５３ △７．８ r １１５，９７４ △１０．０ r ６８，０５５ △１．４
６月 ２４，４３１ △１８．３ ６５，８５８ △６．６ r ７９，８３２ △１．８ r ５９，９８３ △５．２
７月 ３８，４５６ ２０．７ ６６，４３４ △１．５ p１００，０６９ △１．４ p ６８，９４１ △１．２

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０１５年度 １５１，５４５ １．５ ７，０１５，１０９ ４．１ ９７，１５２ ２．５ ４，６４５，９３９ ２．８
２０１６年度 １５６，５９２ ３．３ ７，４５２，９５８ ６．２ ９９，３８２ ２．３ ４，７８５，４７２ ３．０
２０１７年度 １６１，３３４ ３．０ ７，７５１，５８６ ４．０ １０２，２１８ ２．９ ４，８９８，３０１ ２．４
２０１８年度 １６５，１４５ ２．４ ７，８８９，９７６ １．８ １０４，２３６ ２．０ ５，０３８，０４６ ２．９

２０１８年４～６月 １６１，８０６ ３．３ ７，７９４，７５９ ４．２ １０１，９７５ ３．１ ４，９１３，０８９ ３．０
７～９月 １６０，６４０ ２．４ ７，７３７，２００ ２．９ １０１，８７３ １．４ ４，９５５，３０８ ３．０
１０～１２月 １６２，９８３ ２．２ ７，７５４，２２８ ２．０ １０３，５５８ １．３ ５，００２，１７７ ２．９

２０１９年１～３月 １６５，１４５ ２．４ ７，８８９，９７６ １．８ １０４，２３６ ２．０ ５，０３８，０４６ ２．９
４～６月 １６５，４０３ ２．２ ７，８７７，３９４ １．１ １０４，２９４ ２．３ ５，０２７，７１９ ２．３

２０１８年 ７月 １５９，３８７ ２．６ ７，７２８，６０２ ２．７ １０２，１００ ２．５ ４，９１０，５９２ ２．９
８月 １６０，３１１ １．５ ７，７１３，１５１ ２．４ １０２，４９２ ２．６ ４，９１０，９９９ ３．０
９月 １６０，６４０ ２．４ ７，７３７，２００ ２．９ １０１，８７３ １．４ ４，９５５，３０８ ３．０
１０月 １５９，８４５ ２．０ ７，７２７，９１５ １．８ １０２，４５１ １．８ ４，９３２，５４２ ２．９
１１月 １６１，５２３ ２．６ ７，７６７，８８５ １．７ １０２，８７７ １．５ ４，９６０，５９１ ３．１
１２月 １６２，９８３ ２．２ ７，７５４，２２８ ２．０ １０３，５５８ １．３ ５，００２，１７７ ２．９

２０１９年 １月 １６１，１２４ ２．５ ７，７４５，３６９ １．６ １０３，１５９ １．１ ４，９７５，１７１ ２．６
２月 １６１，５４２ ２．３ ７，７３２，４０６ １．３ １０３，５８６ １．０ ４，９７５，１７７ ２．７
３月 １６５，１４５ ２．４ ７，８８９，９７６ １．８ １０４，２３６ ２．０ ５，０３８，０４６ ２．９
４月 １６５，６６４ ３．１ ７，９２０，３８７ １．１ １０３，４３４ ２．０ ５，０３７，０２７ ３．０
５月 １６５，０２４ ２．９ ７，９１１，８１６ ０．９ １０４，０１１ ２．８ ５，００９，４９８ ２．７
６月 １６５，４０３ ２．２ ７，８７７，３９４ １．１ １０４，２９４ ２．３ ５，０２７，７１９ ２．３
７月 １６３，７８４ ２．８ ７，８７４，９３０ １．９ １０４，５５６ ２．４ ５，０１９，９９７ ２．２

資料 日本銀行

主要経済指標（５）

― ３７ ― ほくよう調査レポート ２０１９年１０月号
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●道内経済の動き

●２０１９年度北海道経済の見通し＜改訂＞

●トップに聞く⑪ 株式会社 特殊衣料
代表取締役会長 池田 啓子 氏
代表取締役社長 池田 真裕子 氏

●経営のアドバイス
働き方改革に伴う労働時間管理の見直しについて

●経済コラム 北斗星
デジタル通貨「リブラ」と決済システムの行方
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